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第１ 避難指示に基づく避難に関する個別の損害 

 

１ 避難費用等 

１－１ 親族への謝礼等の支払い 

避難の際、親族にお世話になったため、謝礼を支払いました。例えば、避難先に

家財を運搬してくれた親族に支払った謝礼や、親族宅に宿泊して支払った宿泊費は

請求できますか。 

 

Ａ（１）紛争解決センターでの取扱い 

謝礼を、何らかの実費として構成することで、請求できる可能性があります（平

成２３年１２月２７日付和解案提示理由書２ 第６「１（３）避難に伴う謝礼 」

参照）。上記理由書においては、転居に協力した親族等への謝礼は実質的には引越費

用にあたることを理由に支払いを認めています（転居に際し車両を提供した者への

贈答品代総額７２４０円）。 

親族知人宅宿泊謝礼については、領収書が存在する場合には１人１日６０００円

を上限、陳述のみの場合には１日１人３０００円を上限として認め、謝礼品購入費

用も金額・日数につき同じ基準の範囲内で認めると判断された南相馬市原町区の集

団申立事案があります（平成２４年４月１６日付和解案提示理由書１５ ３避難宿

泊費関係 １）、２）参照）。 

その後、小高区の集団申立事案においては、親族・知人宅への宿泊費用について

以下の基準で判断されました。 

・平成２３年３月１１日から平成２３年９月３０日まで領収証が存在する場合は１

人１日６０００円を上限、陳述のみの場合には１人１日３０００円を上限として認

める。平成２３年１０月１日以降は、領収証がある場合は１人１日３０００円を上

限、陳述のみの場合には１人１日１５００円を上限とする。 

・宿泊謝礼品の購入についても、宿泊費用の算定額の範囲内で賠償額を算定する。 

 

また、宿泊謝礼の賠償期間について、避難指示解除準備区域で１人暮らしをして

いた申立人が避難により体調を悪化させ仮設住宅等での１人暮らしが困難となり、

栃木県の親族の家に居住して月額約６万円の宿泊謝礼を支払っていた事案で、体調

が回復した平成２５年４月まで月額６万円の宿泊謝礼を賠償する和解が成立してい

ます（和解事例９５８）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/20/1329134_004.pdf
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2/12/20/1329134_004.pdf 

  ・平成２４年４月１６日付和解案提示理由書１５ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/05/20/1329134_017_1.pdf 

・和解事例９５８ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

4/12/10/1331335_958.pdf 

 

（２）東電への直接請求の取扱い 

   東電は、平成２４年３月５日のプレスリリースにおいて、平成２３年３月１１日

から同年１１月３０日の間に、避難等対象区域からの避難に伴い、親戚や知り合い

宅に宿泊した場合に、以下の基準で、実際に負担した宿泊費等の費用を追加で賠償

することを明らかにしました。  

   ・１世帯あたり１泊につき２０００円（目安） 

   ・１世帯あたり１ヶ月につき６万円まで 

    

 

１－２ 東電への直接請求の対応 

東電では、避難費用について、どのように扱っていますか。また精神的損害と生

活費の増加費用の関係について、どのように考えられていますか。 

 

 Ａ 避難費用のうち、避難に伴う生活費の増加費用は、原則として精神的損害の額

に含めた一定額として支払うとされています。 

避難費用について、平成２４年９月２５日プレスリリース（個人さまに対する

第５回目のご請求書類の発送について別紙参照）において、避難・帰宅等にかか

る費用、家賃にかかる費用相当額の包括請求方式による賠償の基準が示されてい

ます。 

避難・帰宅等にかかる費用相当額の賠償金額設定の考え方についても記載され

ており、避難先情報・請求実績等を踏まえて、主な請求項目ごとに一般的に想定

される金額を積算して、一人あたりの賠償金額が設定されています。また、その

後の精算について、積算上の請求項目にかかわらず、実際に負担した実費の総額

が支払った賠償金額を上回った場合に、必要かつ合理的な範囲の超過分を追加で

支払うとされています。 

避難・帰宅等にかかる費用のうち、交通費の賠償の考え方も記載されているの

で詳細は下記ＵＲＬを参照してください。 

 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/20/1329134_004.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/05/20/1329134_017_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/05/20/1329134_017_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_958.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_958.pdf
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参考：東京電力ＨＰ 

・平成２４年９月２５日プレスリリース（個人さまに対する第５回目のご請求書類の

発送について） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1221025_1834.html 

 

 

１－３ 紛争解決センターの対応（生活費の増加費用） 

１－３－１ 新たに生活用品を購入した場合の請求について 

事故後購入した物品について、東電にどのようなものが請求できるのでしょうか。 

 

Ａ  

  紛争解決センターでは比較的柔軟に対応をする報告が目立ち、領収書が残ってい

るものについては、肯定的な対応を行う傾向にあります。 

また、従前の生活状況も考慮しながら、標準的な価格帯から著しく剥離していな

いものであれば、標準的な仕様、標準的な価格帯以上の物品を購入した場合も和解

は成立しているようです（平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書２ 第６

「１（１）家財等生活用品購入費 」参照）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__i

csFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf 

 

 

１－３－２ 領収書が無い場合の物品の購入に関する請求について 

家具等を購入しましたが領収書がない場合には請求できないのでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターにおいて、全てについて領収書が無い場合でも、避難により類

型的に購入するであろう物品の購入については、比較的柔軟に対応され、和解契約

が締結された事案も報告されています。 

ただし、購入した物品について、家計簿や本人が記した詳細なメモやノート（購

入した店名、主な購入品、購入合計額等の記載）、物品を写した写真、同種の商品

の価格等一定の証拠の提出が必要となることが考えられます。 

南相馬市原町区の集団申立和解案では、平成２３年９月３０日までに避難を開始

した場合には、領収書等で実額を立証できない場合でも、家財道具の新たな購入に

ついては一家族あたりの標準賠償額を３０万円、衣類及び日常用品の新たな購入に

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1221025_1834.html
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
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ついては、標準賠償額を一家族あたり２万円と認める判断が示されました（平成２

４年４月１６日付和解案提示理由書１５ ４生活費増加分６）、７）参照）。 

南相馬市小高区の集団申立事案では、事故後に支出した家財購入費・被服費・日

用品費用について、個別の家財購入費等の疎明のいかんにかかわらず、以下の通り、

家族の人数に応じた最低賠償額を定める基準を提示しました。 

・１人６０万円、２人９０万円、３人１００万円 

・４人以上は、１０万円に３人を超える人数の数を乗じて得た額を１００万円に

加えた額。 

・避難の過程で世帯の分離が生じた場合は、新たに分離した世帯ごとに１０万円

を加算。 

小高区の解決基準はその他の賠償項目についても、陳述書により損害を認めたり、

賠償額を定額化するなどして、領収書がない場合でも柔軟に対応できる基準が示さ

れており、参考になります。 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・平成２４年４月１６日付和解案提示理由書１５ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/04/120416wakai.pdf 

・「小高基準」報告書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5

403e.pdf 

 

 

１－３－３ 携帯電話の通話代金の増加費用 

事故後携帯電話の通話料金が増加したので、増加した携帯電話の通話料金を請求

できるでしょうか。 

 

Ａ 資料等により増額していることが明らかにされる場合には、損害賠償請求が認め

られる場合もあるようです。 

南相馬市小高区の集団申立事案においては、固定電話と携帯電話の各事故前３ヶ

月分の平均値と事故後の実額との差額を計算する方法により、通信費の増額分を賠

償する解決基準が示されています。 

また、疎明資料がない場合も、一定額としたり（事故前の固定電話代は月２００

０円で計算）、一定額までは陳述により認定する基準となっています。 

 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/04/120416wakai.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf


 8 

 

・「小高基準」報告書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5

403e.pdf 

 

 

１－３－４ 食品等購入による増加費用 

事故前は自家菜園やお裾分けで生活をしていたため、野菜や米を購入することは

ほとんどありませんでした。事故後は全て購入するようになり生活費が大幅に増加

した場合、生活費の増加分の請求は認められるでしょうか。 

 

Ａ  

  南相馬市小高区の集団申立事案においては、生産農家で、事故前は米・野菜を

自家産品の消費・交換等によって調達し、小売店等で購入していなかった場合に、

以下の通り賠償を認める解決基準が示されています。 

  もっとも、米・野菜を第三者（近隣在住の親族も含む）から譲り受けていた者

については、この基準による賠償を認めないこととされています。 

 

世帯構成 米・野菜 米のみ 野菜のみ 

同居家族 

（４人以下） 

年１２万円 年４万円 年８万円 

同居家族 

（５人以上） 

年１８万円 年６万円 年１２万円 

  

  また、自家消費野菜を栽培していた場合に、野菜増加分として１ヵ月５０００

円×１２ヵ月分について和解が成立した事案（原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

事例（１９）参照）、レシートを提出した場合に米・味噌・魚・野菜等を中心に請

求金額の９割が認められ和解が成立した事案（同（２０）参照）等が存在します。 

   なお、自給できていた食品等の購入による生活費の増加分につき確認はできて

いますが、自給をしていない場合に福島と避難先の食品の差額を理由とした生活

費の増加分が認められたという事案は明確には確認できていないので、相談の際

には注意をして下さい。 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

 

・「小高基準」報告書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
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http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5

403e.pdf 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bb

b739d.pdf 

 

 

１－３－５ 水道代金の増加費用 

事故前は井戸水を利用していたため水道代金がかかりませんでした。事故後は水

道代金がかかるようになったので、水道代金を請求できるでしょうか。 

 

Ａ 集団申立てに関する和解案（南相馬市原町区）ですが、井戸水又は水道水の利

用に代えてミネラルウォーターを購入した場合には、その購入に係る費用として、

同居家族（４人以下）月額５０００円、（５人以上）月額８０００円との判断を紛

争解決センターが示したとの報告例があります（平成２４年４月１６日付和解案

提示理由書１５ ４生活費増加分２）参照）。 

  また、紛争解決センターは、平成２５年５月２４日飯舘村長泥行政区集団申立

において、また平成２５年６月２８日南相馬市小高区集団申立において、それぞ

れ住民が井戸水で生活していた場合に、水道代増加分として１人あたり月額１５

００円を賠償する等の解決基準を提示しています。 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・和解方針についてのご報告（飯舘村長泥行政区集団申立事件） 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/06/20130602.pdf 

・「小高基準」報告書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5

403e.pdf 

 

 

１－３－６ ペットに餌を与えるための交通費の増加費用 

避難先には家畜やペットを連れて行くことができません。家畜やペットに餌を与

えるために頻繁に自宅等に戻っているのですが、交通費は請求できるでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターにおいて、交通実費分の請求を行う場合には、東電が請求につ

いて否認しなかった報告例があります。 

ただし、東電が示す交通費である県内移動５０００円の請求は認められず、あく

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/06/20130602.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
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まで実費分の請求に限られると考えられます。 

紛争解決センターにおいて、ペットの世話のための交通費について、月額２万５

０００円とし請求対象期間である１８ヵ月分について認める和解が成立しています

（原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 事例（２）参照） 

なお、一時帰宅の交通費に関して、南相馬市原町区集団申立の和解案においては、

月２回以上の場合は、１回目は東京電力の基準により、２回目以降については、福

島県内の車移動につき片道１回３０００円、福島県外の車移動につき片道１回５０

００円とする判断が示された報告例があります。この報告例では、一時立入りの回

数、目的は制限をしないとも判断されています（平成２４年４月１６日付和解案提

示理由書１５ ２避難交通費関係 参照）。 

また、南相馬市小高区集団申立の解決基準においても、立入目的の特定は要求さ

れていません。小高基準では、一時立入制限解除後の平成２４年４月１６日以降は

移動手段・立入回数によって基準を設定しています。詳細は下記 URL を参照して

ください。 

家畜やペットに餌を与えるために頻繁に自宅等に戻ることも物等の管理のための

一時帰宅の一類型と考えることもできるので、上記基準で請求できる可能性も考え

られます。 

 

  参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・「小高基準」報告書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5

403e.pdf 

 

 

１－３－７ 通院するための交通費の増加費用 

以前から持病があり、かかりつけの病院に通っていました。避難をしたことによ

り病院までの距離が遠くなり、交通費が多くかかるようになったのですが、交通費

は請求できるでしょうか。 

 

Ａ  

他の病院で治療することが可能な疾病や症状であるか等、当該病院への通院を継

続する必要性等が問題になる可能性はありますが、請求可能な場合もあります。 

南相馬市原町区の集団申立和解案においては、周囲の病院が閉鎖してしまったた

め、最寄りの病院へ通う結果交通費が増加した場合については、領収書等により実

額が証明できる場合にはその額、できない場合でも標準賠償額を一家族あたり月額

１万円とする判断が示されています。（平成２４年４月１６日付和解案提示理由書１

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/12/7d6045705979f581723c2767bcb5403e.pdf
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５ ４生活費増加分４）参照）。 

また、南相馬市小高区の集団申立事案では、交通費の増加を余儀なくされた場合

（これは陳述により認定する）は、最低賠償額を１家族あたり月額１万円とする解

決基準が提示されました。これを超える交通費増加費用は、移動の目的、年月日、

目的地、交通手段及び費用を一覧にし、領収証等の疎明が必要とされています。 

 

 

１－３－８ 分離家族に会いに行くための交通費 

   避難により、現在、家族は離れて暮らしています。週末家族に会いに行くための

交通費は請求できるでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターでは、家族を訪問するために交通費の出費を余儀なくされた

場合には、領収書等により実額を証明できる場合には実費全額を賠償し、できない

場合でも標準賠償額を一家族あたり月額１万円とする判断が示された事案がありま

す（南相馬市原町区集団申立、平成２４年４月１６日付和解案提示理由書１５ ４

生活費増加分４）参照）。 

 南相馬市小高区の集団申立事案の解決基準においては、通院費の増加費用（１－

３－７）と同様の基準で賠償を認める内容となっています。 

 

 

１－３－９ 転校等に伴う、教育費用の増加費用 

 今回の事故により、以前通っていた学校は閉鎖され、子供が学校を転校する必要

がありました。子供が通う学校の制服を新たに購入し、学納金を新たに納金し、多

額の教育費用がかかりました。この費用を請求することはできるでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターでは、避難による転校に伴い、学納金、制服類、高額の学用

品の追加的支出があった場合には、領収書等により追加的支出が証明できる場合に

は全額を賠償すると判断された報告例があります。また、集団申立てに関する和解

案（南相馬市原町区）ですが、追加的支出額の立証ができない場合でも本人の陳述

等により、子供一人あたり、高校転校の場合には１０万円、小・中学校転校の場合

５万円の賠償を行うとの判断が報告されています（平成２４年４月１６日付和解案

提示理由書１５ ４生活費増加分５）参照）。 

 

 

１－３－１０ 避難先の賃料請求 

  今回の事故後、避難のために仮設住宅に住んでいました。今後、マンションを借り
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て住もうと考えていますが、賃料を東電に対して請求することはできるのでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターにおいては、居住場所の選定の必要性、賃借人の人数、それに

対応した広さの部屋等を踏まえ、家賃相場の限度で東電に対する請求が認められると

考えられます。例えば、単身者が都内で避難する場合の賃料を請求した場合に、都内

における単身者向け賃貸物件の相場等を考慮して月額８万円の限度で和解案が提示さ

れたとの報告が存在します。 

 ただし、当該地域や当該家屋に住まなければならない必要性があれば、実費全額の

請求も可能とは考えられますので、どのような事情で、当該地域や家屋に住む必要が

あるのかという居住場所の選定の必要性について事情を確認し、資料の準備を行って

ください。例えば、高齢者や障害者等の場合には、バリアフリーの整った地域・住宅

等に住む必要性が高いと考えられるので、一般的な家賃相場より多少高額であっても、

当該賃借住宅の賃料相当額について請求が認められる可能性が高いと考えられます。 

家賃相場についてはHOME’s等を利用して調査することが可能です。 

  

なお、南相馬市小高区の集団申立事案では、実費を基準として、賃料、礼金、仲介

手数料及び火災保険等の保険料は全額、また敷金の２割を賠償額とする等の解決基準

が示されています。 

 

 

１－３－１１ 二重生活に伴う避難費用等 

  今回の事故後、家族と離れて生活することになり、二重生活となりました。その

ため、生活費や家族に会いに行くための交通費等が増加しました。紛争解決センタ

ーでは、二重生活により増加した生活費等を請求することはできるのでしょうか。 

 

Ａ 遠方の家族に会いに行くための交通費について認められたとの和解が、複数成

立しているとの報告があります。ただし、頻繁に親族に会いに行っているような

場合には、頻繁に会いに行く必要性があることが必要とされることが考えられま

す。また、認められても、東電の交通費の基準ではなく、実費による金額の限度

で認められる可能性が高いので、相談の際には注意をして下さい。同居親族では

なく、近隣に住んでいた親族であっても、事故前に頻繁に行き来していた事情が

存在し、事故後も行き来する必要性がある場合には、交通費が認められたとの和

解も成立しているようです。 

  また、二重生活に伴う生活費増加分の賠償が認められ和解が成立した事例（和

解事例２２４）や二重生活に伴う水道光熱費の増加分のうち一定金額については

避難に伴う慰謝料を増額するという方法により賠償が認められる和解案が提案さ
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れたとの報告があります。 

なお、総括基準により、精神的損害の増額事由とされている家族の別離に伴う

精神的苦痛としての慰謝料とは区別が必要と考えられます（詳しくはＱ２－７を

ご参照ください）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

  ・和解事例２２４ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

013/04/10/1329343_124.pdf 

  

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_124.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_124.pdf
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２ 精神的損害 

２－１ 精神的損害に対する賠償の概要 

  精神的損害の賠償はどのような基準で算定されていますか。 

 

Ａ 目安となる金額及び期間 

 

（１）帰還困難区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域 

金額  １人月額１０万円 

期間  避難指示が解除されてから１年を経過するまで（中間指針４次追補） 

追加賠償 帰還困難区域及び大熊町・双葉町全域は７００万円追加 

 

・避難所生活の期間は月額１２万円となる。 

・一括請求が可能である（東電平成２４年７月２４日プレスリリース） 

 

（２）旧緊急時避難準備区域 

   金額 １人月額１０万円 

   期間 平成２４年８月まで（中間指針２次追補） 

その後の賠償１（東電平成２４年７月２４日プレスリリース） 

   ・中学生以下の者の精神的損害 月５万円（１人３５万円の一括払） 

平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日まで 

・通院交通費等の生活費の増加分 １人２０万円 

平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日まで 

その後の賠償２（東電平成２５年２月４日プレスリリース） 

・平成２４年９月１日時点において高等学校に在学し、かつ、年齢が１５歳から

１８歳までの者（平成６年４月２日から平成９年４月１日生まれ） 

避難等に関連した学校生活等における精神的損害 月５万円 

平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日まで 

 

・早期帰還者・滞在者についても同様の賠償を認める。 

・紛争解決センターにおいては個別事情に基づいて平成２４年９月以降の賠償を認

める事例が複数ある。 

 

（３）特定避難勧奨地点 

金額 １人月額１０万円 

期間 地点の設定解除から３ヶ月（中間指針２次追補） 
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（４）旧屋内退避区域・南相馬の一部地域 

金額 １人月額１０万円 

期間 平成２３年９月３０日まで（東電平成２４年８月１３日プレスリリース） 

 

 

２－２ 精神的損害・避難費用等を請求できる期間等 

精神的損害・避難費用等を請求できる期間について説明してください。 

 

Ａ（１）中間指針４次追補によって、帰還困難区域・居住制限区域・避難指示解除準備

区域の賠償の終了時期は避難指示解除から１年を経過するまでという目安が示さ

れたといえます。 

現時点においては、期の区別自体に重要性はありませんが、指針で用いられて

いる用語でもあり、参考までに説明すると以下の通りです。原則として第３期の

終期が到来するまでは、精神的損害・避難費用等について請求することが可能と

されています。（なお、この請求期間は、東電が３ヵ月ごとに区切っている請求対

象期間とは異なります。） 

第１期 期間 本件事故発生（平成２３年３月１１日）から６ヶ月後 

    第２期 始期 第１期終了後から 

        終期 避難指示区域内については避難指示区域の見直し時点 

           旧緊急時避難準備区域については、第１期終了後から６ヵ月後 

 

（２）第３期について 

中間指針第２次追補では、第３期の始期・終期について定め、以下のとおり①

帰還困難区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域②旧緊急時避難準備区域、

③特定避難勧奨地点で異なる取り扱いをしています。 

なお、旧警戒区域・旧計画的避難区域から帰還困難区域・居住制限区域・避難

指示解除準備区域への見直し時期は市町村により異なりますが、平成２５年８月

８日に全ての避難指示区域見直しが完了しました。 

 

 （３）帰還困難区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域（旧警戒区域、旧計画的

避難区域）の第３期についての取扱い 

中間指針第２次追補において、避難指示区域の見直し時点を第３期の開始とし、

終期については避難指示等の解除から相当期間経過までと変更しました。 

平成２５年１２月２６日に出された中間指針第４次追補において、この「相当

期間」が１年間を当面の目安とすることが示されました。（ただし、一定の医療・

介護が必要な場合や、子供の通学先の学校の状況等、特段の事情がある場合を除



 16 

く。） 

 

（４）旧緊急時避難準備区域の第３期についての取扱い 

中間指針第２次追補において、平成２４年３月１１日を第３期の開始とし、終

期は平成２４年８月を目安とするとされています（ただし楢葉町については避難

指示区域について解除後相当期間が経過した時点まで）。 

その後について、東電は平成２４年７月２４日プレスリリース（旧緊急時避難

準備区域等）で次のとおり精神的損害と生活費増加分の賠償行うとしています。 

・中学生以下の子供の精神的損害 月５万円（１人３５万円の一括払） 

平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日まで 

・通院交通費等の生活費の増加分 １人２０万円 

平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日まで 

また、紛争解決センターにおいては、個別の事情を考慮した上で平成２４年９

月以降の賠償を認めている事例も複数あります。この点は２－４を参照してくだ

さい。 

 

（５）特定避難勧奨地点の第３期についての取扱い 

中間指針第２次追補においては、平成２４年３月１１日を第３期の開始とし、

終期は避難指示解除後３ヶ月を目安とするとされています。 

また、特定避難勧奨地点における包括請求方式については、平成２４年７月２

４日プレスリリースに取扱いが記載されています。 

 

参考：経済産業省ＨＰ 

・避難指示等について 

http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html 

・避難指示区域の概念図 

http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/141001/20141001kawauchi_gainenzu.

pdf（H26.10.1時点） 

：東電ＨＰ 

・平成２４年７月２４日プレスリリース（旧緊急時避難準備区域等） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html 

：文部科学省ＨＰ 

・東京電力株式会社福島原子力発電所の事故に伴う原子力損害の賠償について 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/（中間指針第４次追補等指

針一覧） 

 

http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/141001/20141001kawauchi_gainenzu.pdf
http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/141001/20141001kawauchi_gainenzu.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/
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２－３ 避難生活一般に伴う精神的損害（第２期について） 

第２期に避難指示等により避難をした場合の一般的な精神的損害として、紛争解

決センターや東電においてはいくらを相当として扱っているのでしょうか。 

 

Ａ（１）紛争解決センターにおける取扱 

中間指針においては第２期の「避難生活を余儀なくされたことによる慰謝料」は

（第１期が月１０万円だったのに対し）月５万円とされていましたが、紛争解決セ

ンター総括委員会は総括基準（基準１）を策定し、避難生活の不便さは第２期には

減少しても、今後の生活の見通しが立たない不安が増大していることから、この不

安に対する慰謝料額も同額の１人月額５万円を目安としました。 

また、避難所等での避難生活を長期間余儀なくされ、正常な日常生活の維持・継

続が長期間にわたり著しく阻害されたことによる（日常生活阻害慰謝料）第２期の

慰謝料は、中間指針が目安とする１人月額５万円から２万円を増額した７万円を賠

償すべき損害としました。 

その結果、第２期の精神的損害も第１期と同様に、避難所等の避難生活者には月

額１２万円を、避難所等以外の仮設住宅等の避難生活者には月額１０万円を目安と

して運用するものとしています。 

（２）東電の取扱 

東電も、平成２３年１１月２４日のプレスリリースにおいて、第２期の精神的損

害を１人月額１０万円又は１２万円に見直しています。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

 ・平成２４年４月１９日の総括基準（基準１） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__

icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_2_1.pdf 

 

 

２－４ 避難生活一般に伴う精神的損害（第３期について） 

第３期に避難指示等により避難をした場合の一般的な精神的損害として、紛争解決

センターや東電においてはいくらを相当として扱っているのでしょうか。 

 

Ａ（１）紛争解決センターにおける取扱 

 ア 避難指示解除準備区域、居住制限区域、帰還困難区域について 

第３期の精神的損害は、中間指針第２次追補において、避難指示解除準備区域及

び居住制限区域については１人月額１０万円とし、帰還困難区域においては１人６

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_2_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_2_1.pdf
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００万円とされています。 

平成２５年１２月２６日、中間指針第４次追補において、長年住み慣れた住居及

び地域が見通しのつかない長期間にわたって帰還不能となり、そこでの生活の断念

を余儀なくされた精神的苦痛等による損害に対する賠償として、上記に以下の内容

で追加賠償がなされることが明らかにされました。 

「 避難指示区域の第３期において賠償すべき精神的損害の具体的な損害額につ

いては、避難者の住居があった地域に応じて、以下のとおりとする。  

① 帰還困難区域又は大熊町若しくは双葉町の居住制限区域若しくは避難指示解

除準備区域については、第二次追補で帰還困難区域について示した一人６００万

円 に一人１,０００万円を加算し、右６００万円を月額に換算した場合の将来分

（平成２６年３月以降）の合計額（ ただし、通常の範囲の生活費の増加費用を除

く。）を控除した金額を目安とする。 

具体的には、第３期の始期が平成２４年６月の場合は、加算額から将来分を控

除した後の額は７００万円とする。  

② ①以外の地域については、引き続き一人月額１０万円を目安とする。  」 

 

イ 旧緊急時避難準備区域、特定避難勧奨地点について 

中間指針第２次追補において、旧緊急時避難準備区域、特定避難勧奨地点の第３

期の精神的損害についてはいずれも１人月額１０万円を目安とするとされています。 

紛争解決センターでは、旧緊急時避難準備区域について、避難継続の必要性等個

別事情を考慮して、第３期終了の目安とされた平成２４年８月末より後（平成２４

年９月以降）の賠償について認められた例が複数あります。（和解事例５３２・５７

４・６４７・７４７～７４９・８９２－１・８８９・９０７・９０８・９２２・９

４５等） 

なお、和解事例９０８は、個別事情を考慮して、避難継続の必要性を認めた上で、

精神的損害の増額もしている（平成２４年１２月１日から平成２６年２月２８日ま

での１５ヵ月分について申立人各人につき２４０万円）事案です。 

 

（２）東電の取扱 

ア 避難指示区域内について 

  平成２４年７月２４日付プレスリリース（避難指示区域内）によると、帰還困難

区域、居住制限区域、避難指示準備区域に応じて、次のとおり精神的損害が算定さ

れ、一括払いできるとされています。なお、避難指示解除までに要する期間が長引

き対象期間を超えた場合には、実際の解除時期に応じた金額が支払われるとされて

います。 

 ・帰還困難区域：６００万円 
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（対象期間平成２４年６月１日から平成２９年５月３１日） 

・居住制限区域：２４０万円 

（対象期間平成２４年６月１日から平成２６年５月３１日） 

・避難指示解除準備区域：１２０万円 

（対象期間平成２４年６月１日から平成２５年５月３１日） 

   平成２５年１２月２６日の中間指針第４次追補の発表を受け、東京電力は平成２

６年３月２６日のプレスリリースにおいて、帰還困難区域および大熊町・双葉町全

域の者に対して、移住を余儀なくされたことによる将来分も含む精神的損害につき

７００万円を支払うことを明らかにしています。 

   また、上記中間指針第４次追補を踏まえ、居住制限区域・避難指示解除準備区域

における避難生活等による精神的損害、その他実費等（避難・帰宅等に係る費用相

当額および家賃に係る費用相当額）について、避難指示解除後１年間を賠償する旨

を明らかにしています。具体的内容等、詳細は平成２６年３月２６日のプレスリリ

ースを参照してください。 

 

イ 旧緊急時避難準備区域等について 

 （ア）平成２４年７月２４日のプレスリリース（旧緊急時避難準備区域等）では、 

・平成２４年６月１日から平成２４年８月末日まで１人月額１０万円 

（３０万円の一括払） 

・中学生以下の子供（平成９年４月２日以降生まれ）についてのみ平成２４年９

月１日から平成２５年３月３１日まで１人月額５万円（３５万円の一括払） 

・平成２４年９月１日から平成２５年３月３１日までの通院交通費等の生活費の

増加費用の賠償として、一括して１人２０万円 

を賠償することが示されています。 

（イ）さらに、平成２５年２月４日のプレスリリースでは、 

・平成２４年９月１日時点において高等学校に在学し、かつ、年齢が１５歳から

１８歳までの者（平成６年４月２日から平成９年４月１日生まれ）については、

避難等に関連した学校生活等における精神的損害として、平成２４年９月１日

から平成２５年３月３１日まで１人月額５万円 

を賠償することが示されています。 

  

参考：経済産業省 

・原子力損害賠償紛争審査会 中間指針第４次追補 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/ 

：東京電力ＨＰ 

・プレスリリース一覧 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/
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http://www.tepco.co.jp/cc/press/index-j.html 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/indexold-j.html （過去のプレスリリース） 

 

 

２－５ 旧緊急時避難準備区域への早期帰還者及び滞在者の精神的損害 

     緊急時避難準備区域等に指定後避難せずに滞在した場合や同区域解除（平成２

３年９月３０日）後に帰還した場合の慰謝料は、いくら請求できますか。 

 

 Ａ（１）紛争解決センターでの取扱 

中間指針第２次追補においては、第１期又は第２期に帰還した場合や事故発生

当初から避難せず滞在し続けた場合は、個別具体的な事情に応じて賠償の対象と

なり得るとされていたものの、具体的な金額の明示や基準までは設けられていま

せんでした。 

平成２４年８月１日、原子力損害賠償紛争解決センター総括委員会は、旧緊急

時避難準備区域の滞在者に関する慰謝料について総括基準（基準１１）を決定し、

内容は次のとおり①又は②の選択的な賠償方法となっています。なお、終期につ

いては、Ｑ２―２を参照してください。 

①平成２３年３月１１日から平成２３年９月３０日まで 月額１０万円（平成２

３年３月分は１か月分の１０万円を賠償する。） 

平成２３年１０月１日以降 月額８万円 

ただし、低額とはいえない生活費の増加費用については、当該慰謝料には含

まれず、別途賠償を受けることができるものとして扱う。 

②平成２３年３月１１日以降 月額１０万円（平成２３年３月分は１か月分の１

０万円を賠償する。） 

 ①の基準と比較して看過し難いほどの顕著な不公平が生じない限り、当該期間

中の生活費の増加費用の全額が、当該慰謝料に含まれているものとして扱う。 

 

（２）東電への直接請求の取扱い 

 東電は当初、旧緊急時避難準備区域における早期帰還者・滞在者に対する賠償

を避難者と同様には認めない扱いをしていましたが、扱いを見直しています。 

平成２４年８月１３日のプレスリリースで、早期帰還者・滞在者に対しても、

平成２３年３月１１日から平成２４年２月２９日まで、精神的損害に係る賠償金

として、一人月額１０万円を支払う旨述べています。東電の直接請求においても

その後平成２４年８月３１日までの賠償は認められているようです。 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/indexold-j.html
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・平成２４年４月１６日付和解案提示理由書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/04/120416wakai.pdf 

：東京電力ＨＰ プレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205736_1834.html （平成２４年６月２１日） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1211793_1834.html （平成２４年８月１３日） 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２４年８月１日の総括基準（基準１１） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__ics

Files/afieldfile/2012/08/02/1316595_17.pdf 

 

 

２－６ 旧屋内退避区域および南相馬市の一部地域に滞在した等の場合の精神的損害 

  旧屋内退避区域および南相馬市の一部地域に指定されましたが、避難せず、滞在し

た等の場合、慰謝料はいくら請求できますか。 

 

Ａ 平成２４年７月２４日プレスリリース（旧緊急時避難準備区域等）によれば、早

期帰還者及び滞在者について、避難を行ったものと同様に扱い、平成２３年３月１

１日から平成２３年９月３０日まで、精神的損害として一人月額１０万円を支払う

ものとされています。 

  なお、旧屋内退避区域とは、平成２３年３月２５日に屋内退避区域として指定さ

れ、平成２３年４月２２日に計画的避難区域及び緊急時避難準備区域いずれにも指

定されず、解除された地域です（中間指針 第３ 政府による避難指示等に係る損

害について［対象区域］「（２）屋内退避区域」参照）。 

  また、南相馬市の一部地域とは、南相馬市のうち避難区域、屋内退避区域、計画

的避難区域、緊急時避難準備区域、特定避難勧奨地点いずれにも指定されなかった

地域です（中間指針 第３ 政府による避難指示等に係る損害について［対象区域］

「（６）地方公共団体住民に一時避難を要請した区域」参照）。 

 

参考： 東京電力ＨＰ 

・平成２４年７月２４日プレスリリース（旧緊急時避難準備区域等） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html 

 

 

２－７ 精神的損害の増額事由 

紛争解決センターは、精神的損害に係る賠償の増額事由について、どのように処理

をしていますか。 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/04/120416wakai.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205736_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1211793_1834.html
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/08/02/1316595_17.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/08/02/1316595_17.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html
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Ａ（１）増額事由について 

平成２４年２月１４日の総括基準（基準２）は、増額事由として、以下を指摘し

ています。 

   ・ 要介護状態にあること 

・ 身体または精神の障害があること 

・ 重度または中程度の持病があること 

・ 上記の者の介護を恒常的に行ったこと 

・ 懐妊中であること 

・ 乳幼児の世話を恒常的に行ったこと 

・ 家族の別離、二重生活等が生じたこと 

・ 避難所の移動回数が多かったこと 

・ 避難生活に適応が困難な客観的事情であって、上記の事情と同程度以上の困難

さがあるものがあったこと 

 

（２）具体的対応 

日常生活阻害慰謝料の増額の方法としては、上記の増額事由がある月について目

安とされた月額よりも増額すること、目安とされた月額とは別に一時金として適切

な金額を賠償額に加算することなどが考えられ、具体的な増額の方法及び金額につ

いては、各パネルの合理的な裁量に委ねられるとしています。 

そして、日常生活阻害慰謝料以外に、本件事故と相当因果関係のある精神的苦痛

が発生した場合には、別途賠償の対象とすることができるとしています。 

（３）なお、東電も平成２６年１月１７日、５月２９日のプレスリリースにおいて、

要介護者等に対する増額の対応を明らかにしています。 

 要介護度・障害の程度により、要介護状態等にある人に対しては月額１～２万円、

その中でも恒常的に介護が必要とされる人の介護者に対しては月額１万円の追加の

支払いをすることとしています。 

 その他請求期間など詳細は下記URLを参照してください。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

 ・平成２４年４月１９日の総括基準（基準２） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__i

csFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_3_1.pdf 

：東京電力HP プレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1233671_5851.html （平成26年1月17日） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1236801_5851.html （平成26年5月29日） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_3_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_3_1.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1233671_5851.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1236801_5851.html
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２－８ 精神的損害の増額事由の報告例 

紛争解決センターでは、実際には、どのような場合に精神的損害の増額が認めら

れますか。 

 

  Ａ 紛争解決センターにおいては、①中間指針で定められた日常生活阻害慰謝料（月

額１０万円または１２万円）を増額し、１ヵ月あたりの日常生活阻害慰謝料を算定

するもの、または、②請求期間に対する慰謝料として一定の金額を定め追加支払い

することで増額慰謝料を算定するもの、③①及び②を併用する方法等で算定するこ

とで、解決が図られています。 

増額事由に基づき実際に増額された一例として以下のものが参考になります。複

数の増額事由に該当している場合が多いので、分類は目安としてお考えください。 

 

（１）「要介護状態にあること」の増額事例（介護者も含む） 

・警戒区域から、身体障害者と要介護者の介護をしながら避難した家族３名につい

て、その過酷な避難態様及び避難生活を考慮し、避難による日常生活阻害慰謝料

の大幅な増額（一部の申立人については、平成２３年３月及び４月は月額３５万

円を上回る金額を算定）が認められています（和解事例３１０）。 

・警戒区域（双葉町）の老人ホームから避難を余儀なくされた高齢者（認知症のた

め歩行・会話困難）について、避難先で床ずれを重症化させたことなどの避難生

活の過酷さを考慮して、平成２３年３月１１日から平成２３年１１月３０日まで

の期間の日常生活阻害慰謝料が月額２０万円に増額が認められています（和解事

例４０８）。 

・旧警戒区域（富岡町）から避難した家族4名の平成２３年３月１１日から平成２

４年７月３１日の期間の避難慰謝料について、高齢者につき要支援1から要介護4

への状態の悪化、避難中の負傷や肺炎等のり患、病院や施設の多数回の移動等を

考慮して月10割、他の高齢者につき要支援2から要介護1への状態の悪化等を考慮

して月6割、両名を介護した息子夫婦につきそれぞれ月8割の増額が認められてい

ます（和解事例４９２）。 

（２）「身体または精神の障害があること」又は「重度または中程度の持病があるこ

と」の増額事例（介助者も含む） 

・障がいがあり、また不動産等の財産を所有しておらず賠償によりまとまった金額

を得る可能性がない事案について、他の事案と比較し，本件では生活再建が著し

く困難という特殊性に着目し，平成２３年３月から平成２４年７月までの１７か

月間の避難慰謝料を月額１８万円×１７か月及び一時金１１９万円とする和解
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（合計４２５万円）が成立しました（原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 平成２４

年１１月２７日付「避難慰謝料増額和解例のご報告」参照）。 

・南相馬市原町区から中部地方に９ヵ月にわたり避難をした視覚障害者の日常生活

阻害慰謝料について、平成２３年３月１１日から平成２４年８月３１日までの１

８ヵ月分について、避難にかかる精神的損害として１８０万円、「滞在者に関する

精神的損害」として２７０万円とする和解が成立しています（和解事例２３２）。 

・旧警戒区域（浪江町）から避難した夫婦の、平成２３年３月１１日から平成２５

年３月３１日の期間の日常生活阻害慰謝料について、視力障害（身体障害1級）

を有する夫につき月８割、持病を抱えながら夫の介護を行った妻につき月６割の

増額分、合計３４２万円が認められた和解が成立しています（和解事例４９４）。 

・避難指示解除準備区域（南相馬市小高区）で兼業農家を営んでいた申立人らにつ

いて、持病、身体障害及び家族の別離等を理由に平成２３年３月１１日から平成

２５年１１月３０日までの避難慰謝料が月３割から６割増額されています（和解

事例８８４－２）。 

・旧緊急時避難準備区域（南相馬市原町区）から避難した母親と小学生の子供２名

につき、子供２名にそれぞれ重度・中度の知的障害があり、避難中の環境変化の

ため情緒不安定となり問題行動を繰り返したことや、母親が一人で子供の世話を

しながら避難せざるをえなかったことを考慮して、各人月１０万円の慰謝料増額

がされています（和解事例９１２－１）。 

・帰還困難区域から避難した、子供のいる夫婦の避難慰謝料について、夫婦がとも

に重度の身体障害を有し、通常の避難者と比べ精神的苦痛が大きく、その状況が

将来も継続することが見込まれることを理由に、平成２９年５月まで月１０割の

増額が認められています（和解事例９７６）。 

（３）「家族の別離、二重生活等が生じたこと」、「避難所の移動回数が多かったこ

と」に関する増額事例 

・事故により家族がばらばらに避難を余儀なくされ平成２３年３月１５日まで家族

の安否が確認できなかったため探し歩くことを余儀なくされたこと、短期間で長

距離の避難を５回行ったこと、平成２３年６月まで従前同居していた家族との別

居を余儀なくされたこと等を考慮した事案（平成２４年３月１日付和解案提示理

由書６ 参照）では、平成２３年３月は１４万円、４月及び５月は１１万円と慰

謝料が増額されました。 

・警戒区域から避難を余儀なくされたために仕事や学校などの関係で家族別離を余

儀なくされた家族について、平成２３年３月１１日から平成２４年１１月３０日

の期間について、家族各々について月額３万円の日常生活阻害慰謝料の増加を認

めた和解が成立しています（和解事例２６６）。 

（４）その他の増額事例 
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・墓参りに行くことができなくなったことを理由として一時金として５万円を認め

た和解が成立しています（原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ（３４）参照） 

・自主的避難等対象区域内に居住し地元の病院で原発事故の直前に出産し、原発事

故直後に当該病院が警戒区域の患者を受け入れるために退院を余儀なくされ、退

院とともに会津地方に自主的避難を実行した母親について、帝王切開の術後すぐ

の避難であったこと、原発事故のため予定より退院が早まったこと等を考慮し、

精神的損害について２０万円増額が認められています（和解事例３７９）。 

・避難指示解除準備区域（大熊町）所在の土地（農地として利用）の財物損害が全

損と評価されている事例において、営農できなくなったことによる精神的損害と

して２０万円の賠償が認められています（和解事例４７０）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２４年３月１日付和解案提示理由書６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_6.pdf 

・和解事例一覧 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1333592.htm 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・平成２４年１１月２７日付「避難慰謝料増額和解例のご報告」 

http://ghb-law.net/?p=584 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7

bbb739d.pdf） 

 

 

２－９ 生命・身体的損害による精神的損害（入通院慰謝料等） 

生命・身体的損害が認められる場合、避難生活一般に伴う精神的損害とは別に慰

謝料が認められますか。 

 

 Ａ（１）紛争解決センター 

ア 身体的損害の場合について 

 精神的疾患と身体的疾患を区別して対応されていると考えられます。 

（ア）精神的疾患について 

避難を原因としてうつ等精神的疾患になった事案で、自賠責の基準ではなく、赤

本による基準が採用され、また、ムチ打ち症で他覚症状がない場合ではないため別

表Ⅰを基準とし、通院実日数ではなく通院期間を基準として損害額が算定されたも

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_6.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_6.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1333592.htm
http://ghb-law.net/?p=584
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
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のがあります。ただし、一切の事情（日常生活阻害慰謝料との重複等）を考慮して

５０パーセント～７０パーセント前後の減額された和解案であったと報告されてい

ます。ただし、精神的疾患の全ての事案で、赤本基準が当然に採用されるとは限り

ませんので相談の際には注意をしてください。 

なお、通院交通費についても慰謝料に含むとの判断がされたと報告例が存在しま

す。 

また、避難前から精神疾患を有していた被害者について、避難を原因として精神

疾患が悪化したことを理由として、平成２３年３月１１日から平成２４年１０月３

１日までの期間につき、日常生活阻害慰謝料を月額６万円、合計１２０万円の増額

を認めた和解も成立しています（和解事例２１０）。 

（イ）身体的疾患について 

 避難等のため、長時間運転を行った結果、ぎっくり腰になった場合に３０万円の

慰謝料を認める和解案が提示されたとの報告例が存在します。 

この報告された事案においては、赤本の別表Ⅰを基準として算定されたようです

が、従前もぎっくり腰になったことがあるという既往歴、因果関係の立証が弱い事

などの事情を考慮して７５パーセント前後の減額がなされたようです。ただし、身

体的疾患の全ての事案で、赤本基準が当然に採用されるとは限らないので相談の際

には注意をしてください。 

また、旧緊急時避難準備区域（広野町）から避難した申立人について、処方され

ていた薬が原発事故直後になくなったため平成２３年５月初旬まで服薬できなかっ

たことによる持病の悪化と原発事故による避難との因果関係が認められ、生命身体

的損害に係る精神的損害として，平成２３年３月１１日から平成２４年８月末日ま

での期間（１８カ月）につき３０万円の賠償が認められた和解が成立しています（和

解事例５０８）。 

旧警戒区域（富岡町）から避難中の平成２４年３月１４日に心筋梗塞を発症した

申立人について、治療費用、入通院慰謝料・証明取得費用・入通院交通費が認めら

れた和解も成立しています（和解事例５０９）。この和解事例では、東京電力に対す

る直接請求では原発事故と心筋梗塞との因果関係が否定されていたようですが，紛

争解決センターにおいては因果関係が肯定されているようです。 

 

イ 生命損害の場合について 

 生命損害においては、原発事故と死亡との因果関係の存在を立証できるかが重要

です。 

被害者の避難前の状態に関するものとして避難前に入通院していた医療機関の診

療記録等、避難後の状態・死亡原因に関するものとして避難後に入通院していた医

療機関の診療記録、死亡診断書、医師の意見書等が証拠として考えられます。 
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なお、相談の際には、上記書類の入手も重要ですが、まずは、災害弔慰金の支給

申請を行い、支給決定通知書の入手を行うようにアドバイスを行ってください。災

害弔慰金の支給決定の通知書が存在すれば避難と死亡との関連性が公的に認定され

ることになります。和解案において災害弔慰金審査委員会により「東日本大震災に

係る避難中における原子力災害関連死」と認定されていることを死亡との因果関係

を認める一要素として考慮されたとの報告例もあります。 

紛争解決センターにおいては、死亡慰謝料として、従前持病を有していた者が避

難を原因として死期が早まった場合に和解が成立した報告例が存在します。この報

告された事案においては、赤本を基準として、過酷な避難生活、既往症の治療が著

しく阻害されたこと、医師の意見、災害弔慰金審査委員会の認定等を考慮して、事

故によって被害者の死期が早められたことに対する寄与的・割合的認定が行われ算

定されたものと考えられます。ただし、生命損害の全ての事案で、赤本基準が当然

に採用されるとは限らないので相談の際には注意をしてください。 

 

ほかにも以下の事例が参考になります。 

・身体に障害があり要介護５の状態で自主的避難等対象区域（いわき市）内の介護

施設に入所していたが、原発事故により平成２３年３月中に施設から自主的避難

し、避難生活中に体調を悪化させ、平成２３年６月に死亡した被相続人について、

死亡の結果と原発事故による避難との間の因果関係の存在を認め、死亡慰謝料７

００万円の賠償が認められています（和解事例３９５）。 

・旧警戒区域に居住し、白血病等にり患していた７０歳近い被相続人が、避難によ

り適切な治療を受けられず、不十分な避難生活環境により体力を低下させ、平成

２３年１０月に死亡した事案について、死亡に対する原発事故の寄与度を５割と

した上で、相続人である申立人らに死亡慰謝料９００万円が認められています（和

解事例７０６）。 

・旧警戒区域に居住し、既往症があった８０歳台半ばの高齢者が、避難開始の約２

週間後に多臓器不全により死亡した事案について、死亡に対する原発事故の寄与

度を５割とした上で、相続人に死亡慰謝料９００万円が賠償されています（和解

事例７３０）。 

 

 （２）東電に対する直接請求 

生命・身体的損害にかかる費用について、東電は「避難等」を余儀なくされたた

めに、傷害を負い、健康状態が悪化し、疾病にかかったことなどが原因で亡くなっ

た親族がいる者には、個別に対応するとしています。平成２４年７月２４日のプレ

スリリース（避難指示区域内・旧緊急時避難準備区域等）においては、生命・身体

的損害については、一定期間中に想定される費用を一律に設定することが困難なこ
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とから、引き続き個別に事情を確認し実費を支払う旨が記載されています。 

東電は自賠責の基準により損害額を算定しているようです。 

 

 （３）訴訟 

原発事故後の自死について、初めて因果関係を認める判断をした裁判事例が出て

います。（福島地方裁判所平成２６年８月２６日判決、判例時報２２３７号７８頁） 

 

本件は、計画的避難区域に指定された川俣町で生まれ育った者が、原発事故後の

平成２３年７月１日に焼身による自死をし、その相続人らが逸失利益・慰謝料等の

賠償請求をした事案です。 

争点は、①原発事故と自死の間の因果関係の有無 ②因果関係がある場合、心因

的要因を理由に損害額を減額すべきか、また減額すべき場合は減額割合 ③損害額

でした。 

判決は原発事故と自死の間の相当因果関係を認めた上で、心因的要因を理由とし

て賠償額を２割減額しました。 

判決での因果関係の判断枠組みは、原発事故が自死の引き金になったか否かとい

う観点からだけでなく、自死につながる準備状態がいかなる原因で形成されたか、

その準備状態を形成した諸原因の中で、原発事故がどの程度の重きをなすものだっ

たかを検討・評価する必要があるとされ、その上で、うつ病を発症したかどうかは、

原発事故と自死との間の相当因果関係の有無を判断する上で不可欠の前提事実では

なく、自死につながる準備状態を形成した諸原因の一つとして検討、評価すれば足

りるとされました。 

判決では、原発事故によって生じた一般的に強いストレスが、うつ状態に至らせ、

その原因になったストレス要因自体が、自死に至る準備状態の形成に大きく寄与し

たと判断されています。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例一覧 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1333592.htm 

：東京電力ＨＰ 

・よくいただくご質問０７：その他 

http://www.tepco.co.jp/fukushima_hq/compensation/faq/index-j.html 

 

 

２－１０ ペットの死亡に対する精神的損害 

   避難により、可愛がっていたペットに餌を与えることができず、死んでしまいま

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1333592.htm
http://www.tepco.co.jp/fukushima_hq/compensation/faq/index-j.html
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した。損害として認められていますか。 

 

 Ａ 紛争解決センターにおいて和解が成立した事案で、ペット（猫）の死亡について、

５万円の慰謝料が認められたものがあります。避難生活一般に伴う精神的苦痛とは

性質を異にする精神的損害であることが認められています（平成２３年１２月２７

日付和解案提示理由書２ 第７「１ ペットの死亡の慰謝料 」参照）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf 

 

 

２－１１ 中絶による精神的損害 

事故後妊娠をしましたが、警戒区域等の付近で生活・仕事をしていたため、生ま

れてくる子供に障害がでてくる可能性があることへの不安や事故による今後の生

活への不安から中絶しました。妊婦については増額した慰謝料がもらえるようです

が、私は増額した慰謝料は請求できるでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターにおいて、事故前から妊娠をし、事故後に人工妊娠中絶を行っ

た場合に、２名の申立人について５０万円の慰謝料が認められた和解が成立してい

ます（和解事例１２８）。 

ただし、和解契約書において、「医師に相談したものの出産に支障がない旨の助

言が得られなかったことに伴う不安による精神的苦痛」としての慰謝料と記載され

ていますので、人工中絶を行った場合一般の慰謝料を判断したものとはいえない可

能性があります。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例１２８ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

012/12/27/1329343_028.pdf 

 

 

２－１２ 家族を捜索できなかったことについての慰謝料 

私の家族は、津波被害の犠牲となりました。しかし原発事故が原因で、速やかに

捜索をしてもらうことができませんでした。そのため、家族の遺体は、腐敗が進ん

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/27/1329343_028.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/27/1329343_028.pdf
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でしまい、ひどい状況になっていました。紛争解決センターにおいては、私のよう

な遺族の感情は無視されてしまうのでしょうか。 

 

Ａ 浪江町では、第１原発で水素爆発が起き、半径２０キロ圏外への避難指示が出さ

れた２０１１年３月１２日から約１カ月間、警察や自衛隊による不明者の捜索がで

きず、津波の犠牲者の捜索や収容が遅れました。 

その慰謝料を請求した集団申立事案につき、紛争解決センターが平成２５年５月２

２日の和解案提示理由書において提示した理由に基づき、和解が成立しています（和

解事例６９８）。遺族に対して、故人１名につき１人２０～６０万円の慰謝料を認め

る内容の理由書を前提とした和解です。 

内容としては、①故人に対する敬愛・追慕の情、②自ら又は適切な捜索機関に求

める等して迅速に故人らを捜索する権利又は利益及び③適切な時期・方法により故

人が発見・収容されることにより尊厳を保つ形で故人を葬ることができるよう求め

る権利又は利益が侵害されたために生じた精神的苦痛に対しての賠償であり、金額

は以下の通りです。  

・父母・子供の一親等の血族と配偶者（内縁関係を含む）は６０万円 

・孫などの同居の２親等の血族は４０万円 

・上記以外の同居親族は２０万円 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２５年５月２２日 和解案提示理由書２０ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

015/01/16/1329134_022_02.pdf 

・和解事例６９８ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

015/01/16/1331335_698_02.pdf 

 

 

２－１３ 放射線被曝への不安に対する慰謝料 

   原発事故後、私は放射線に被曝したことによる不安が大きいです。 

   放射線被曝の不安についての慰謝料は、紛争解決センターにおいては認められて

いるでしょうか。 

 

Ａ （１）飯舘村長泥行政区集団申立事件において、放射線被曝への不安に対する慰

謝料について紛争解決センターが和解方針を提示しています。 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1329134_022_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1329134_022_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_698_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_698_02.pdf
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長泥地区は、平成２３年４月２２日に計画的避難区域に指定され、同年５月末日

までの避難が求められたほか、放射線に対する何らの注意も喚起されていない地区

でした。そのため、同地区の住民の多くは、平成２４年７月に帰還困難区域に指定

されるまでは、適切な避難を行うことができませんでした。長泥地区が、遅くとも

原発事故の数日後から旧警戒区域と同程度の放射線量に晒されていたと考えられる

ことからすれば、住民らの放射線被曝への現在及び将来にわたる恐怖や不安は大き

なものです。 

紛争解決センターの和解方針においても「飯舘村長泥地区に結果的に留まること

となった申立人らは、旧警戒区域と同程度の放射線量であった同地区において，放

射線に対する特別な防護措置も講じずに本件事故前とほぼ同じ生活をしていたので

あるから，放射線被曝への現在及び将来にわたる恐怖や不安を感じるのは無理から

ぬことである。この恐怖や不安は，飯舘村長泥地区と同程度ないしより低い放射線

量の地域の住民が本件事故から数日以内に低線量地域へ避難することができたこと

と対比すれば，他の避難等対象者一般と比べ量的にも質的にも異なるというべきで

ある。」ことを述べています。（「【ご報告】ＡＤＲの和解方針について（飯舘村長泥

行政区集団申立事件）」参照）。 

和解方針は①平成２３年３月１５日以降の放射線量が高かった期間、②長泥地区

に、③２日以上滞在した者に対し、④１人５０万円（妊婦及び子供は１００万円）

を支払うという内容です。 

（２）また、飯舘村蕨平の集団申立においても、紛争解決センターから、事故後蕨

平に留まり続けた者に対して、５０万円（妊婦及び子供は１００万円）の放射線被

曝への不安に対する慰謝料を支払う和解案が提示されています。 

（３）伊達市霊山町小国・坂ノ上（霊山町）・相葭地区（月舘町）で特定避難勧奨地

点の設定を受けていない場所の住民による集団申立事案おいては、放射線被曝への恐

怖や不安及び実生活上の様々な制限・制約に起因する精神的苦痛に対して、以下の賠

償を認める和解案が出されました。 

賠償額  １人あたり月額７万円 

賠償期間 平成２３年６月３０日から平成２５年３月３１日まで 

（始期 特定避難勧奨地点の最初の設定の日 

 終期 特定避難勧奨地点の設定の解除から相当期間経過後） 

 

 精神的損害につき、特定避難勧奨地点の住民に対しては１人月額１０万円の慰謝料

が認められている一方で、同地域でも特定避難勧奨地点に設定されてない場所の住民

に対しては自主的避難等対象区域の住民に対する慰謝料（１人８万円、子供・妊婦は

４０万または６０万円）しか認められていませんでした。本和解案は、賠償額は同額
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でないものの、特定避難勧奨地点の居住者に準じて精神的苦痛を認めたものと評価さ

れます。 

（４）さらに、南相馬地原町区高倉地区・馬場地区・大谷地区の、特定避難勧奨地点

に設定されていない場所の住民について、放射線被曝への懸念や不安、生活上の様々

な制限・制約に起因する精神的苦痛に対する賠償として、以下の通り、特定避難勧奨

地点と同額の賠償を認める和解案が提示されるに至っています。 

賠償額  １人あたり月額１０万円 

賠償期間 平成２４年９月１日から平成２６年４月３０日まで 

始期 特定避難勧奨地点設定以降東京電力により精神的損害の賠償を打ち切られたとき 

（なお、原町区高倉・馬場・大谷地区は旧緊急時避難準備区域のため平成２４年８月ま

では賠償されたものと考えられる） 

終期 当該地区の今後の見通しが明らかでない現状においては和解案提示時 

 

参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

  ・「【ご報告】ＡＤＲの和解方針について（飯舘村長泥行政区集団申立事件） 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/06/20130602.pdf 

・「【報告】飯舘村蕨平集団申立てで、帰還困難区域と同等の賠償認められる」 

http://ghb-law.net/?p=1012 

・伊達市霊山町小国・坂ノ上・相葭地区集団ADR申立て和解案の報告 

http://ghb-law.net/?p=918 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

  ・和解案提示理由書２６（高倉地区） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/10/16/1329134_028.pdf 

・和解案提示理由書２７（馬場地区） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/10/16/1329134_029.pdf 

・和解案提示理由書２８（大谷地区） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/10/16/1329134_030.pdf 

 

  

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/06/20130602.pdf
http://ghb-law.net/?p=1012
http://ghb-law.net/?p=918
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_028.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_028.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_029.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_029.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_030.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/10/16/1329134_030.pdf
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３ 事故前の住居に放置された財物等について 

３－１ 財物価値の喪失又は減少 

自宅に放置した家具等の動産類は、どの程度の立証をすれば、どの程度の損害を

認めてくれますか。 

 

 Ａ 

（１）総括基準 

平成２４年２月１４日の総括基準（基準４）は、避難等対象区域内に存在する動

産（ 製造業の機械・機具などの生産設備、卸小売業・サービス業などその他の事業

者の事業用設備、住宅の家財等） に関する以下の損害は、現地への立ち入りができ

ない等の理由で被害物の現状等が確認できない場合であっても、速やかに賠償すべ

き損害としています。 

  ① 管理が不能等となったため、価値の喪失又は減少分及びこれらに伴う必要かつ合

理的な範囲の追加的費用 

② その価値を喪失又は減少させる程度の量の放射性物質に曝露した場合における

価値の喪失又は減少分及びこれらに伴う必要かつ合理的な範囲の追加的費用 

③ 財物の種類、性質及び取引態様等から、平均的・一般的な人の認識を基準として、

本件事故による価値の喪失又は減少分及びこれらに伴う必要かつ合理的な範囲の

追加的費用  

（２）経済産業省及び東電の基準 

経済産業省及び東電により，避難指示区域内の家財に係わる基準が提示されて

います。なお，旧緊急時避難準備区域に財物を有していた方が一定額の賠償を当

然に請求できる基準は存在しないことには注意が必要です。 

ア． 定型賠償 

平成２４年７月２０日付の経済産業省（避難指示区域の見直しに伴う賠償基準の

考え方について（別紙）），平成２４年７月２４日付東電プレスリリース「避難指

示区域の見直しに伴う賠償の実施について（避難指示区域内）」及び平成２５年３

月２９日付東電プレスリリース「個人さまに対する家財の賠償に係わる請求手続き

の開始について」によりますと，世帯人数・家族構成ごとに定額の賠償が行われる

とされています（定型賠償）。賠償額については、帰還困難区域と居住制限区域及

び避難指示解除準備区域を区別して下記のとおり、損害の算定を行っています。 

帰還困難区域においては、避難指示期間中の立ち入りの条件が異なり、家財の使

用が大きく制限されること等を理由に、他の区域と比較して一定程度賠償額が高く

設定されています。他方で、金額は不明ですが、居住制限区域及び避難指示解除準

備区域の場合には、立ち入り回数が多数回になると考えられることから、立ち入り

に要する費用を算定し、一括払いで支払うことも記載されています。 
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 なお，世帯の扱いについて，東電の基準によると，台所がそれぞれ独立して設置

されている場合でかつ各世帯の区画が壁及び扉で分離されている場合には，二世帯

住宅として取り扱うことが発表されています。住民票が複数に分かれているという

だけでは，別世帯とは認められないので注意をしてください 

   （ア） 帰還困難区域の場合 

・単身の場合 ３２５万円 

・世帯（２人以上）の場合 

４７５万円＋６０万円×大人の人数＋４０万円×子供の人数 

（世帯基礎額を４７５万円として算定し、大人１名につき６０万円を加算、子

供１名につき４０万円を加算して算定した数値で算定されています。） 

（イ） 居住制限区域及び避難指示解除準備区域の場合 

・単身の場合 ２４５万円 

・世帯（２人以上）の場合 

３５５万円＋４５万円×大人の人数＋３０万円×子供の人数 

（世帯基礎額を３５５万円として算定し、大人１名につき４５万円を加算、子

供１名につき３０万円を加算して算定した数値で算定されています。） 

なお、平成２４年７月２４日付東電のプレスリリース別紙３には、表及び

算定の対象とされている家財の具体例が記載されています。 

（ウ） 高額な家財の賠償について 

高額な家財（一品当たりの購入金額が３０万円以上の家財）が，避難等にと

もなう管理不能等により毀損した場合は，一般家財の定型賠償とは別に修理・

清掃費用相当額として一世帯あたり２０万円の定額賠償も認められています。 

（エ）仏壇について 

避難指示区域から持ち出すことができず価値が喪失した仏壇・仏具一式につ

き，４０万円の定額賠償を請求することができます。または，実際に持ち出し

て避難期間中に修理清掃した場合は，実費を請求することができます。位牌の

移し替えをする際の祭祀に係わる費用については，仏壇１台あたり１０万円を1

回限り支払う（１０万円を超えた場合は，個別事情による合理的範囲の賠償）

こととされています。 

 但し，この請求は，家財の定型賠償に合意した世帯代表者を対象としている

ことにご注意ください（平成２６年３月２６日付 東電プレスリリース）。 

イ． 個別賠償 

 損害総額が個別評価により定型賠償額を上回る場合には、その超過分を個別賠償

によって請求することができます（平成２７年２月２５日付 東電プレスリリー

ス）。賠償額は，家財の本件事故時の時価相当額（時間経過による価値低減分を控

除）又は避難による管理不能に伴う価値減少の原状回復費用（実費）から定型賠償
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額を控除した残額に諸費用（一人一回当たり定額１万円又は合理的な範囲の実費）

を加えた額です。このような趣旨から，東電は個別賠償の請求者を，家財定額賠償

に合意し，個別評価の損害総額が定額賠償金額を超える場合としています。 

 また，仏壇については，購入金額を確認できる証憑等をもとにした査定により，

従前と同等程度の仏壇の購入費用が時価相当額として賠償されます。 

なお，個別賠償の請求の前に家財を撤去・処分せざるを得ない場合には，当該家

財の写真や家財の毀損に関係する家屋の写真（雨漏りや家畜の侵入状況等）等の証

憑類の保管が必要とされていますことには注意が必要です（東電「家財個別賠償を

見据えた廃棄家財の写真撮影等のお願いについて」）。 

（３） 紛争解決センター 

現在は，紛争解決センターにおいても，家財の賠償についての和解が進んでいる

ようです。 

従前は，家財保険の基準等を前提にした成立和解の報告も複数ありました。 

しかし，現在の紛争解決センターにおける解決は，上記東電等の基準を前提に算

定をされることが少なくないようです。 

もっとも，上記東電の基準を前提に，家財の量が同規模の通常の家庭よりはるか

に多い場合、通常の家庭には存在しないような高価な商品が含まれる場合、別宅や

大きな蔵・倉庫等を有している場合等には、東電基準に、一定金額が積み上げ加算

されているようです。例えば、自宅に存在する家財等の写真や被害者の記憶に基づ

く財産目録等の提出による立証、被害者の住宅の広さ、居住年数、事故前の収入、

家財保険の加入の有無等の個別に資料を提出するようです。 

ある和解例においては，「申立人らの自宅床面積（約２２０㎡），居住年数（約

２０年），年収（約２０００万円），家財の一部写真，申立人の記憶に基づく個別

財産目録（合計約１３，０００，０００円）等の資料を総合すると，」東電基準よ

りも「３００万円程度多いものと推定される」とされています（「「平成２４年（東）

５６１号事件和解案提示理由書」 参照）。住宅の間取り，家具の数及び高額な仏

壇があったことを考慮して，家財についての定額賠償額７１５万円から１８５万円

増額された家財賠償が認められた事例もあります（和解事例５８５，５８６）。 

また、事故前に家族の死別・別居等の変動があった場合には、変動前の人数にお

うじて家財の賠償が行われる場合があるようです。例えば，東京に生活の本拠があ

るが、富岡町にも自宅と家財を所有している申立人らについて、富岡町の自宅に住

む他の親族と合わせた人数に基づいて算定された家財の賠償が認められています

（和解事例３７４）。 

なお、緊急時避難準備区域において、避難のために従前の住居を引き払い、避難

先に新たに住居を確保したものの、新たに確保した住居に動産を持ち込む事が困難

であったため、その動産を処分せざるをえなかった事情がある者について、処分し



 36 

た動産について、一定額の賠償を認めた和解が成立したとの報告があります。 

また、避難先の東京に車両を持っていくことが困難であったため、車両を売却せ

ざるをえないが、車両に残ローン７０万円があったという事案において、ローンと

買取価格の差額に近い金額を損害と認めるとの和解が成立しています（原発被災者

弁護団・和解事例集Ⅰ 事例（９４）参照）。 

 このように，紛争解決センターでは，個別事情を汲み上げ，必ずしも東電による

区域割に基づく基準によらない和解も成立しています。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__i

csFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf 

・平成２４年２月１４日の総括基準（基準４） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__i

csFiles/afieldfile/2012/02/20/1316595_5_1.pdf 

・和解事例３７４ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/07/01/1329134_060_01.pdf 

・和解事例５８５ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/11/26/1331335_585.pdf 

・和解事例５８６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/11/26/1331335_586.pdf 

：経済産業省ＨＰ 

・平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う賠償基

準の考え方について（別紙）） 

http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf 

：東京電力ＨＰ 

・平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（避難指示区域の見直しに伴う賠

償の実施について（避難指示区域内）） 

  http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html 

・平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース（個人さまに対する家財の賠償に

係わるご請求手続きの開始について） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225940_5117.html 

・平成２６年３月２６日付の東電プレスリリース（個人さまに対する家財（仏壇）

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/20/1316595_5_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/20/1316595_5_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/07/01/1329134_060_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/07/01/1329134_060_01.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/26/1331335_585.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/26/1331335_585.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/26/1331335_586.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/26/1331335_586.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225940_5117.html


 37 

の賠償に係わるご請求手続きの開始について） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235023_5851.html 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bb

b739d.pdf 

・平成２４年（東）５６１号事件和解案提示理由書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/05/130430-1.pdf 

 

 

３－２ 庭木や山野草等の損害 

  お金をかけて自宅の庭を整備し、庭木をいじり、山野草を育てることを、２０年

以上、楽しみにしてきました。庭木等を含めた庭の損害を請求できますか。 

 

Ａ 既に原発事故から長期間が経過し、立ち入りができず、手入れができなかったた

め、庭木や山野草も枯れている等と思われます。 

東電の基準（平成２５年３月２９日付東電プレスリリース「宅地・建物・借地権

等の賠償に係わるご請求手続きの開始について」）によると，庭木の事故前価値を

建築物の想定新築価格の５％の額として賠償請求ができます。 

  また，庭師により手入されていた庭木につき、庭師による庭木についての

見積もり書を作成し、請求を行った場合に、庭木についても賠償が認める旨

の和解案の報告があります。 

広野町から関東地方に長期間避難したため管理不能となった盆栽（さつき盆栽）

につき、２５０万円の賠償を認める和解が成立した事例も報告されています（和解

事例２６９）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例２６９ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/04/10/1329343_169.pdf 

：東京電力ＨＰ 

・平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース（宅地・建物・借地権等の賠償に

係わるご請求手続きの開始について） 

  http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225941_5117.html 

 

 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235023_5851.html
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/05/130430-1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_169.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_169.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225941_5117.html
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３－３ 墓地移転に伴う損害 

   避難指示区域に指定された地域に、墓があるため、自由に墓参りに行くことすら

できません。そこで、私としては、墓を、別の場所に移動させたいと考えています

が、墓地の移転費用等を請求することはできるのでしょうか。 

 

Ａ 大熊町からの避難者につき、墓地移転の費用として１３６万円の損害を認め（大

熊町所在の墓石等の財物損害も含めた金額）、和解が成立した事例が報告されて

います（和解事例２２２）。 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例２２２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/04/10/1329343_122.pdf 

  

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_122.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_122.pdf
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４ 不動産損害について 

４－１ 宅地の価値について（紛争解決センター） 

   宅地の価値の喪失又は減少につき、紛争解決センターでは、どのように扱ってい

ますか。 

 

 １ 「宅地」賠償について 

（１）宅地の賠償に関する以下の記述は、判例時報２２１０号「原子力損害賠償紛争

解決センターにおける和解の仲介の実務９」を参考にしていますので、詳細につい

ては、判例時報２２１０号３頁目から１２頁もご参照ください。 

また、紛争解決センターにおいてはパネルごとに判断がされるため、公表された

和解事例や判例時報２２１０号「原子力損害賠償紛争解決センターにおける和解の

仲介の実務９」で紹介される考え方に必ずしも拘束されるわけではないようですの

で、次の記述は１つの考え方としてご参照ください。 

（２）旧緊急時避難準備区域及び自主的避難等対象区域にある宅地について 

現在、紛争解決センターにおいて、旧緊急時避難準備区域及び自主的避難等対象

区域の宅地については、地価の原発事故の下落幅や原発事故の寄与度の認定資料が

得られないため、再申立が可能であることを前提として不動産損害賠償の申立は打

ち切られているものがほとんどのようです。 

（３）旧警戒区域・旧計画的避難区域にある宅地について 

他方で、旧警戒区域・旧計画的避難区域にある宅地については、不動産損害賠償

について多数の和解が成立していますので以下の説明は旧警戒区域・旧計画的避難

区域にある宅地の賠償についての説明になります。 

損害賠償請求の方法としては、（１）本件事故時点における時価額を損害として

賠償金を認める方法及び（２）移住先地価をも反映した金額を損害として賠償金を

認める方法があります。 

なお、紛争解決センターにおいて全損扱いの賠償になった場合においても、不動

産所有権は移転しない扱いの特約条項を設けて、民法第４２２条による代位の規定

の適用を排除する和解が原則として成立しています。 

（４）本件事故時点における時価額を損害と考える場合 

本件事故時点における時価額は、「被害土地地価単価（円/㎡）×被害土地面積

（㎡）×価値減少率」により、宅地の賠償価格を決定しているようです。 

ア 被害土地地価単価について 

紛争解決センターにおいては、被害土地単価を適正な価格のゾーンの範囲内

にあるか否かを判断し、範囲内にあると判断すれば、より細かな審理を行わな

い方針であるようです。適正な価格のゾーンにある価格について、より低額な

金額を主張して、細かな審理を求める当事者の行為は、不当な遅延行為と評価
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される可能性があるとも考えているようです。 

 適正な価格のゾーンの範囲内にあるか否かの判断は、次のとおりです。 

（ア）取得価格が判明する場合について 

取引における宅地の取得価格は、取引時点の地価を反映していることから、

適正な価格のゾーンの範囲内と判断されることが多いようです。 

もっとも、宅地の取得価格が適正な価格のゾーンにあると判断できない事

情がある場合には、取得価格であっても被害土地単価と判断されていません。 

例えば、判例時報２２１０号「原子力損害賠償紛争解決センターにおける

和解の仲介の実務９」においては、取得時期がバブル期の場合（「バブル補

正」）や原野商法などの詐欺的商法の被害による土地取得の場合（「原野商

法補正」）等が紹介をされています。 

（イ）取得価格が不明な場合について 

紛争解決センターにおいては、固定資産税評価額が判明する場合、当該評

価額を参考にして、固定資産税に当該評価額の１、４３倍の金額（東京電力

の直接請求の賠償基準）を被害土地単価として算定されることが多いようで

す。 

また、近隣同種地の取引事例又は公示価格を参考にしながら、必要に応じ

て、地域的要因・個別的要因の比較・時点修正などを行い、被害土地地価単

価を算定する方法も考えられます。例えば、和解事例９３３は、帰還困難区

域（大熊町）の複数の土地（登記上の地目は山林、雑種地）について、いず

れも現況を宅地と認定した上で、東京電力が実施した「現地評価」（東京電力

のホームページ参照）の結果や、不動産鑑定士が机上において固定資産税評

価における標準宅地との比較によって行った評価の結果ではなく、近隣公示

価格を参考にして賠償が認められた事例として紹介されています。 

 

イ 被害土地面積（㎡）について 

  紛争解決センターにおいては、「現況が宅地で、登記簿や固定資産税課税証

明書等の地目も宅地である場合には、原則として登記簿や固定資産税課税証明

書等の面積」で判断されます。 

  また、「登記簿上の地目が宅地以外（雑種地、山林、田、畑等）である場合

であっても、写真や住宅地図で等で現況が宅地であることが判明した場合」に

は現況宅地部分の面積の概算を算定し、当該面積部分を宅地として判断してい

ます。和解事例９２０及び９７１において認められています。 

    ・和解事例９２０は、申立会社が所有する浪江町（避難指示解除準備区域）の

土地の財物損害について、登記上の地目は農地等となっていたが、申立会社

が上記土地を取得した不動産競売手続における評価書で現況宅地との評価が
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されていたことに鑑み、上記評価書における評価額（宅地並み）に基づき算

定された賠償が認められた事例です。 

    ・和解事例９７１は、申立人が所有する帰還困難区域（大熊町）の土地の財物

損害について、登記上の地目は山林となっていたが、航空写真や公図等の客

観的資料のほか、購入当時の別荘販売の情報誌に当該土地を含む地域を別荘

地として販売している旨の記載があることなどの事情を考慮し、現況宅地と

認定して賠償が認められた事例です。 

  なお、紛争解決センターにおいては、簡易測量等の現地調査、東京電力に対

する直接請求における現地調査をセンターの手続き内で実施することは原則と

して行わないものとされています。 

 

ウ 価値減少率について 

  紛争解決センターにおける価値減少率の判断は、土地を使用できない期間を

基準にしています。 

具体的には、土地を使用できない期間が、本件事故時後、被害土地を７２か

月以上使用できる見込みがない場合を全損として扱っています。７２か月を超

えない場合については、７２か月を分母、使用できない具体的期間を分子と考

え、部分損を算定しています。 

（ア）一次的な基準としては、次のとおり東京電力が使用できる見込みがない期間

として地域ごとに認めている期間については、これを下回る期間を採用せず、

使用不能の期間の最低保障とするとされています。 

    ・全損地域（使用不能期間の見込みが事故後６年）について 

     帰還困難区域 

     大熊町及び双葉町の居住制限区域及び避難指示準解除準備区域 

    ・使用不能期間の見込みが事故後５年の地域について 

     浪江町、富岡町、及び南相馬市の居住制限区域及び避難指示解除準備区域 

飯館村のうち「蕨平行政区、比曽行政区、及び前田・八和木行政区」 

葛尾村のうち、「広谷地行政区の一部（かげ広谷地地区）」 

    ・使用不能期間の見込みが事故後３年の地域について 

居住制限区域 

飯館村のうち、帰還困難区域又は「蕨平行政区、比曽行政区、及び前田・八

和木行政区」に属しない地域 

    ・葛尾村のうち、帰還困難区域又は「広谷地行政区の一部（かげ広谷地地区）」

に属しない地域 

（イ）また、使用不能期間の見込み期間が一次的な基準を超えて認定されることも

多く、全損として判断される和解も多く成立しています。 
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     二次的な基準としては、当該土地の使用不能期間の見込み期間について、次

のような点を調査して、個別具体的に判断されています 

    ・「原発事故前の当該不動産の利用の歴史・利用の具体的状況」について、「当

該不動産を居住用として利用してきた場合には、家族構成・年齢・職業等

の歴史、一家の収入状況、周辺の各種施設（生活インフラ）の所在地及び

利用状況、通勤・通学状況その他生活状況全般」 

    ・「現在（原発事故後）の時点における今後の生活設計」 

    ・「仮に被害土地に帰還したと仮定して、その場合に想定される職業上・事業

上の支障、通学上の支障その他生活上の支障」 

    ・「不動産の所在地の位置・不動産の形状等を示した地図（住宅地図が望まし

い）、不動産所在地の周辺地域の地図、周辺地域の避地区の設定状況、周

辺地域の放射線量」 など 

     以上のような点を調査して、周辺地域一体の状況を把握し、仮に帰還したと

して土地所有者やその家族らが生活を成り立たせていくことができるかとい

う観点から、使用できる見込みがない期間を具体的に認定しているようです。 

（ウ）解決事例について 

双葉町の不動産に関する和解案提示理由書においては、「文部科学省が公表し

ている放射線量モニタリングマップによれば本件不動産は帰還困難区域に指定

されない可能性がある」ことを認めた（対象不動産の最も近い測定地点の空間

線量率は、3.8μSv/h以上9.5μSv/h未満。なお、帰宅困難区域は、年間積算線量

は５０ミリ SV 超えの地域であり、空間線量率が 9.5μSv/h 以上に相当する地域

と考えられています。）上で、「人間は、行動する社会的存在で」あり「不動産

の価値ないし価格の減少を検討する際には、対象不動産の所在地１点ではなく、

その周辺地域も含めて、人の社会的・経済的活動を成り立たせるだけのある程

度の広がりを持った面で考える必要がある」との判断を示しました（双葉町の

不動産に関する和解案提示理由書参照）。そして、不動産の僅か１㎞北方ないし

北東部には１９μSv/h 以上の地点があり、これらの周辺には駅、役場、病院、

学校等の生活に必要不可欠な施設が多数存在すること、南西方向には２ないし

３㎞未満の地点に１９μSv/h 以上の地点が多数あり、これらの地点が帰還困難

区域に指定されることは明らかであること、及び、財物の価値ないし価格は、

当該財物の取引等を行う人の印象・意識・認識等の心理的・主観的な要素によ

って大きな影響を受けるものであるが（中間指針第３の１０備考３）、福島第一

原子力発電所から本件の不動産までは３～４㎞程度しか離れていないことを理

由として、当該事案においては全損との判断を示しました。 

最近では、帰宅困難区域、居住制限区域のみならず、避難指示解除準備区域

においても、全損の扱いと認定されて和解が成立しているケースも複数存在し
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ています。 

例えば、和解事例８３９、８５９、８６８、８７５、８７６、８８４等にお

いて、個別事情を考慮のうえ、避難指示解除準備区域であるにもかかわらず、

全損という扱いになっています。 

 

・和解事例８３９は、楢葉町（避難指示解除準備区域）の不動産（自宅土地建

物）について、自宅周辺は田畑で防風林に囲まれていたこと、申立人らは農

業と年金で生計を立てているが、作付けが制限されていることなどを考慮し、

全損と判断し、移住先での不動産取得を考慮した額での賠償が認められた事

例です。 

・和解事例８５９は、避難指示解除準備区域（南相馬市小高区）の不動産（自

宅土地建物）について、放射線量、除染の見通し、近隣の状況、建物の状況、

申立人の今後の生活設計等を考慮し、全損と評価して財物損害が賠償された

事例です。 

・和解事例８６８は、浪江町（避難指示解除準備区域）の不動産（自宅土地建

物）について、自宅の位置、付近の放射線量、周辺施設の状況、申立人らの

生活状況、水道の復旧状況等を考慮して全損と評価し、平成１０年の購入時

価格（造成費用として申立人らが支払った額を含む。）を土地の事故前価値

として、財物損害が賠償された事例です。 

・和解事例８７５は、浪江町（避難指示解除準備区域）に居住していた申立人

らの財物損害について、申立人らが農業を営んでいたこと、原発事故の５年

後に避難指示が解除されたとしても従前どおり農業を営むのは困難であるこ

と、申立人らの年齢等を考慮して、自宅土地建物等の不動産を全損と評価し、

農業用機具につき、実際の使用可能年数を基礎に減価をして損害額が算定さ

れた事例です。 

・和解事例８７６は、南相馬市小高区（避難指示解除準備区域）に居住してい

た申立人夫婦の財物損害（自宅土地建物）について、息子夫婦と発達障害を

有する孫が既に県南地域に避難しており、孫の世話などのため、息子らと同

居する必要があること、自宅付近の除染状況等の事情を考慮して、全損と評

価した事例です。 

・和解事例８８４は避難指示解除準備区域（南相馬市小高区）で兼業農家を営

んでいた申立人らについて、持病、身体障害及び家族の別離等を理由に避難

慰謝料が月３割から６割増額されるとともに、自宅土地建物等につき、周辺

の放射線量の高さ、周辺施設やインフラの復旧状況に加え、除染状況・農業

用水源の汚染・申立人らの年齢等から、申立人らの農業再開は不可能である

ことを考慮して全損と評価された事例です。 
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（エ）その他について 

宅地を事業用施設として利用していた場合には、将来避難指示解除があっ

た場合に、帰還して当該土地で事業を再開することが現実的かどうかが検討

対象になり、当該不動産が事業施設として利用してきた場合には、事業の具

体的内容の歴史、当該不動産の具体的利用状況。周辺地域における事業イン

フラ、顧客・取引先等の所在地・活動状況や現在の時点における今後の事業

設計（事業設計が立たない場合にはその旨及びその理由、事業設計に複数の

候補がある場合にはその全部についての内容と長所・短所等）を調査して全

損か部分損の割合を判断します。詳細な説明については、判例時報第２２１

０号「原子力損害賠償紛争解決センターにおける和解仲介の実務９」「④事

業用土地の価値減少率」をご参照ください。 

都会からの移住者・別荘地として利用されていた場合には、「有害物質に

汚染されていない自然豊かな環境で、有害物質のことを気にせずに生活を送

ることを考えていたのが通常」であり、「仮に専門家が健康に影響がない程

度の微量にすぎないという意見を述べたとしても、無農薬（減農薬）・有機

農業などを志し、有害物質を気にする必要のない生活を期待して移住した

人々にとっては、社会通念上利用価値のない土地にすぎない」ので、全損扱

いにすることが「多い」とされています。詳細な説明については、判例時報

第２２１０号「原子力損害賠償紛争解決センターにおける和解仲介の実務９」

「⑤都会からの移住者・別荘地」をご参照ください。 

以上のとおり、宅地の利用目的及び属人性にも着目して、宅地の価値減少

率を判断する可能性もあるようです。 

 

エ 小括 

  相談の際には、固定資産税評価額以外の算定方法の利用が可能か否か（被害

土地単価）、登記簿上の地目が宅地以外であるものの宅地の一部として利用し

ていた部分が存在するか（被害土地面積）、帰還困難区域以外の場合について

使用できない期間の認定にあたっての個別具体的な事情の有無（価値減少率）

について確認するようにしてください。 

 

参考 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例８３９ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/06/26/1331335_839_02.pdf 

・和解事例８５９ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_839_02.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_839_02.pdf
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http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/06/19/1331335_859.pdf 

  ・和解事例８６８ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/07/10/1331335_868.pdf 

・和解事例８７５ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/07/10/1331335_875.pdf 

・和解事例８７６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/07/10/1331335_876.pdf 

・和解事例８８４ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/06/26/1331335_884.pdf 

  ・和解事例９２０ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/09/25/1331335_920.pdf 

  ・和解事例９３３ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/11/20/1331335_933.pdf 

  ・和解事例９７１ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

015/01/16/1331335_971.pdf 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・双葉町の不動産に関する和解案提示理由書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/10/121018riyu2.pdf 

 

（５）移住先地価をも反映した金額を損害として賠償金を認める場合 

ア 考え方について 

    本件事故による被害土地の賠償において、公用目的収容の際の補正価格の算定

に関する議論が参考にされることが多いものの、今回の原発事故被害の場合には、

近傍同種地を代替地として取得できるという前提が、崩壊しているため、事故時

の時価のみの賠償では、近傍において地価水準が同程度の同種の代替土地を取得

することが困難な事情があることが指摘されています。仮に、日本全国を対象に

すれば、被害土地と同程度の同種の代替土地を取得すること自体は可能であると

は考えられるものの、被害者にとって過度な負担になり、被害者の救済として不

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_859.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_859.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_868.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_868.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_875.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_875.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_876.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_876.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_884.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_884.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/09/25/1331335_920.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/09/25/1331335_920.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_933.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_933.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_971.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_971.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2012/10/121018riyu2.pdf
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十分であることは明らかです。そのため、移住が合理的な選択の１つであり、移

住先地価単価が被害土地単価より高額の場合には、移住先地価単価による賠償を

も行うことを認めています。 

紛争解決センターの解決事例である「平成２４年（東）５６１号事件和解案提

示理由書」においては、まず「全損」であることを認定し、「申立人らは原発事

故が原因で代替地への自宅移転を余儀なくされる」とした上で、「社会通念上妥

当な自宅の移転先」の宅地を取得するには「本件宅地の事故前価格の賠償だけで

は赤字が生じる」と述べています。そして、「本件原発事故により、わが国の損

害賠償史上初めて、近傍類似の代替地の取得が不可能であるという事態が発生し

たが、より地価水準の高い代替地への移転が、近傍類似の代替地の取得不能を考

慮すると社会通念上やむを得ないといえる場合の被害者に生じる差額は、本件宅

地の事故前価格から、上記赤字額（マイナスの数値となる）を差し引いた額とな

る」とされています。宅地の事故前の価格から赤字額を差し引くことで、移転先

の新たな宅地の価格の単価を損害として判断して、差額説による説明を行ってい

ます。 

   

  イ 計算式 

基本的な計算式は、移住先土地単価×被害土地面積により算定します。 

ただし、次の点について留意が必要です。 

（ア）「移住先となる地域を決定し、当該地域に移住する蓋然性が高いこと」が必

要です。 

現実の取得又は手付金の交付までは要件とはしていないようですが、どの程

度まで準備すれば、当該地域に移住する蓋然性が高いと認定されるのかは明確

ではありません。そのため、移転の必要性及び当該地域に移住する蓋然性を示

す移住の準備状況等を説明していく必要があります。 

紛争解決センターの和解事例を見ると、移住先土地単価の賠償が認められた

事例では、価値減少率について全損の認定がされています。そのため、移転の

必要性の前提として価値減少率が全損である判断が必要と考えられます。 

もっとも、価値減少率が全損と認定をされた場合でも、移転の必要性が否定

された事案もあるようであり、注意が必要です。 

（イ）移住先土地単価について 

まず、現実の移住先又は移住する蓋然の高い移住先における、標準的な住宅

地の地価単価とするとされています。仮に現実に宅地を取得したとしても、取

得価格は考慮せず、標準的な住宅地の地価単価より、高額であっても、低額で

あっても考慮しない扱いになっているようです。 

また、標準的な住宅地の地価単価は、原則として、福島県内都市部の平均単
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価の最高値を上限とするとされています。もっとも、例外的に、移住先の地価

単価を基準にする場合も認められる場合もあるようです。例えば、病気・要介

護状態などが原因で再度の長距離移動が不可能又は心身上の理由により不適切

な場合が例外に該当するとされています。 

紛争解決センターの解決事例でも、複数名の家族が精神障害である世帯につ

いて、避難先の大阪市において、新たな通院先・通学先・就労先を確保し、治

療のための良い環境を構築することができた。このような申立人らの医師やケ

ースワーカ等の社会資源を利用した医療環境、西成区の協力を得て築いた就

労・就学基盤などから成る環境は、これを変化することは申立人らの生活・医

療に悪影響を及ぼす。こと、本件事故前の医療環境・生活環境は、浜通りの帰

還困難区域において形成されたものがほとんどで、今後長期にわたり再建され

る見込はないと認定した上で、福島県内都市部の地価水準にとどまらず、移転

先として合理性があると認める特段の事情がある大阪の地価（１５万１４００

円）によるのが相当である。として、例外事情が認められた事例も存在します

（和解案提示理由書２２）。 

なお、「標準的な住宅地の地価単価」の算定資料について、福島県内の平均

地価算定資料を統計資料にして頼ると、半年以上前の資料であるなど、リアル

タイムの地価の把握が困難であることも指摘されています。そのため、賠償に

おいては、現在の標準的な住宅地の地価単価の立証が重要であると考えられま

す。 

（ウ）被害土地面積について 

   被害地土地の面積によるのが原則とされています。 

もっとも、被害土地が広大な場合、目安として「被害土地の面積が２００～

３００㎡を超える場合には、２００～３００㎡の範囲内で移住先の地価単価を

用い」、「超過部分の面積部分については、」「被害土地の地価単価を用いる」

とされています。被害土地面積のうち、住宅の実質的な敷地部分は、通常３０

０㎡を超えないため、移住先地価単価についての賠償も、当該限度で算定する

ことが理由とされているようです。 

紛争解決センターの解決事例である「平成２４年（東）５６１号事件和解案

提示理由書」においては、赤字額の認定は、宅地の事故前の価格から移転先の

新たな宅地の価格を差し引いた金額全額ではなく、「半額」を赤字額と認定し

ています。また、「わが国の都市部の標準的な宅地面積を考慮して、本件宅地

（５２１．６７㎡）のうち３００㎡について適用するのが相当」であると、宅

地全体ではなく、宅地の一部に限定して適用することが述べられています。 

その他にも、和解事例８４２、８５２、８７６、８９０等で、移住先土地単

価の適用を限定的に認めた次のような和解が成立しています。 
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・和解事例８４２は、双葉町（帰還困難区域）から避難し、埼玉県内に土地建

物を購入した申立人らの双葉町の自宅土地建物について、土地につき、その

購入金額に福島県の平均地価変動率を乗じて原発事故前の地価を算定した上、

２５０㎡の範囲で郡山市の平均地価を参考に損害額を増額し、建物につき移

住先での建物取得を考慮して損害額の増額を認めた事例です。 

・和解事例８５２は、富岡町（居住制限区域）に居住していた申立人らの不動

産（自宅土地建物）について、帰還困難区域に近接していること、インフラ

の復旧状況、除染実施状況等から全損と評価し、土地の賠償額を、３００㎡

までは移住先であるいわき市の平均地価を乗じた額とし、３００㎡を超える

部分は本件事故前の地価を乗じた額とした事例です。 

・和解事例８７６は、南相馬市小高区（避難指示解除準備区域）に居住してい

た申立人夫婦の財物損害（自宅土地建物）について、息子夫婦と発達障害を

有する孫が既に県南地域に避難しており、孫の世話などのため、息子らと同

居する必要があること、自宅付近の除染状況等の事情を考慮して、全損と評

価し、また、県南地域（白河市周辺）への移住の合理性を認め、自宅土地の

うち３００㎡につき白河市の平均地価を参考に損害額が算定されるなどした

事例です。 

・和解事例８９０は、双葉町（帰還困難区域）から避難した申立人ら（夫婦と

成人の子）の自宅土地建物について、子が既に仙台市に避難していること、

夫が病気を抱えていること、夫婦の現在の避難先住居は手狭であり、申立人

らは仙台市内の宅地建物を購入する予定であることなどを考慮し、移住の合

理性を認め、双葉町の自宅土地のうち２００㎡につき、移住予定地付近の公

示地価と自宅土地の地価との差額分を上乗せした額が賠償された事例です。  

（エ）小括 

   移住先土地単価の賠償においては、移住の必要性及び蓋然性についての事

情の確認、土地単価の調査が重要になると考えられます。また、移住の蓋然

性は不動産を購入すれば要件は充足するものと考えられますが、移住の必要

性については不動産の価値減少率の全損認定の個別事情を超えた個別の移転

の必要性を要する可能性がありますので、相談の際にはご注意ください。 

 

参考 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・平成２４年（東）５６１号事件和解案提示理由書 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/05/130430-1.pdf 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解案提示理由書２２ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/05/130430-1.pdf
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http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/06/26/1329134_024.pdf 

・和解事例８４２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/06/19/1331335_842.pdf 

・和解事例８５２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/06/19/1331335_852.pdf 

・和解事例８７６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/07/10/1331335_876.pdf 

・和解事例８９０ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/06/26/1331335_890.pdf 

 

 

４－２ 借地権の賠償について 

   借地権の賠償につき、紛争解決センターでは、どのように扱っていますか。 

 

Ａ 紛争解決センターにおける被害宅地の借地権の賠償は、平成２５年３月２９日付

の東電のプレスリリース別紙２で発表された、借地権の金額を宅地の時価相当額×

２０％の借地権割合で算定した金額を、損害額と認める和解が多いようです。 

もっとも、移住の合理性が認められる場合には、移住先地価を反映して土地損害

額が算定されています。 

和解事例９５６においては、帰還困難区域（双葉町）から東京都に避難した申立

人の自宅建物及びその敷地の借地権について、身寄りは関東に住む子らのみである

こと、申立人は帰還を断念し、東京都内への移住を希望していることなどを考慮し

て、自宅建物につき、原発事故時の残価率を8割とし、借地権の一部（250平方メー

トル）につき、郡山市の平均地価を参考にして賠償が認められています。 

また、移住先地価を反映するのみならず、移住先における借地権割合をも考慮し

て、損害金額を算定した和解が成立する場合もあるようです。和解事例９０２にお

いては、楢葉町（避難指示解除準備区域）から東京都に避難した申立人夫婦の自宅

建物及びその敷地の借地権について、夫が、避難中の食生活やストレスなどにより

糖尿病を発症し、週３日の透析治療に加え、糖尿病網膜症による視力低下のため日

常生活全般に介助が必要になり、東京都内の複数の病院に通院していること、その

ため、申立人らは帰還を断念し、東京近郊（千葉県）への移住を希望していること

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1329134_024.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1329134_024.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_842.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_842.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_852.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_852.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_876.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_876.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_890.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_890.pdf
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等を考慮して、価値減少率を全損と評価し、借地権の一部（２５０㎡）の借地権割

合を、千葉県内の東京通勤圏のそれを参考に６割として損害額が算定された事例が

公表されています。この和解案は、宅地の賠償においての標準的な住宅地の地価単

価の例外事情が認められた場合に、移住先の地価単価の反映のみならず、借地権割

合についても移住先のものを反映して判断されているものと考えられます。 

 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２５年３月２９日付の東電のプレスリリース別紙２ 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0202.pdf 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

   ・和解事例９０２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/07/10/1331335_902.pdf 

・和解事例９５６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile

/2014/12/10/1331335_956.pdf 

 

 

４－３ その他の土地の賠償について 

宅地以外の不動産の賠償につき、紛争解決センターでは、どのように扱ってい

ますか。 

 

Ａ 紛争解決センターで公表されている和解事例はほとんどありません。 

田畑については、平成２５年１１月２９日付プレスリリースにより、東京電力よ

り賠償基準が示されましたが、田畑の事故時の時価の算定方法が「（社）福島県不

動産鑑定士協会」に依頼したと記載されているのみで、具体的な算定方法は不明で

す。 

もっとも、紛争解決センターの和解事例において、東京電力が不動産鑑定士の調

査報告書（８００円/㎡）を提出したにもかかわらず、「福島県農業会議が作成し

た田畑売買取引等に関する調査結果（１，０００円/㎡）が採用されたものもある

ようです（原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 「和解事例集Ⅳ」財物損害（不動産）

事例（６）参照 ）。 

山林地及び田畑についても、宅地賠償同様、被害者救済のための賠償基準の早期

確立が望まれます。 

なお、原発事故により得られなかった農作物の収穫・販売等による休業損害につ

いては別途賠償が認められており、また、和解事例８９５のように山林内の立木に

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0202.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_902.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/07/10/1331335_902.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_956.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_956.pdf
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ついて樹種ごとの賠償が認められている場合もあります。 

 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２５年１１月２９日付の東電のプレスリリース（田畑に係る財物賠償に

関するご請求手続きの開始について） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1232588_5117.html 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

   ・和解事例８９５ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/

2014/08/06/1331335_895.pdf 

 ：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅳ 財物損害（不動産）事例（６） 

http://ghb-law.net/?page_id=1216 

 

 

４－４ 建物の賠償について 

建物の賠償につき、紛争解決センターでは、どのように扱っていますか。 

 

Ａ 従来、紛争解決センターにおいて解決された事案においては、建物の取得価格を

基本に再取得価格を算定し、減価償却費相当額を控除した額を事故発生時点におけ

る財物の時価と考えていたようです。減価償却費の算定にあたっては、税務上使用

されている基準が採用されていました（平成２３年１２月２７日付和解案提示理由

書 第５「１ 建物（２）本件事故時の本件建物の時価」参照）。しかし、税務上

処理のための基準であるため、築年数が経過している場合には、基準を形式的に適

用すると事故時の建物の価格が不当に低い価格で算定される可能性があるものでし

た。 

そこで、公共用地の収用時の耐用年数を基準として採用し（４８年）、経過時の

残存価値を多く残すこと等により、本件事故時の建物の時価を算定し、被害当時の

建物の金額を算定し、柔軟な解決を図る運用がされています。 

紛争解決センターにおいては、まず、当該建物の新築価格を算定します。その算

定方法として、東京電力の建物係数を用いて算定した金額から想定新築価格を割り

戻すことが多いようです（例えば、新築想定価格をＡとして、Ａ－８／１０Ａ×（経

過年数／耐用年数）＝東京電力の建物係数等を利用して算定した金額といった計算

式等から割り戻します）。建物係数の詳細については平成２５年３月２９日付のプ

レスリリース参考資料をご参照ください。 

次に、想定新築価格から４８年経過時の残存価値設定し、減価償却することによ

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1232588_5117.html
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/08/06/1331335_895.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/08/06/1331335_895.pdf
http://ghb-law.net/?page_id=1216
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って、本件事故時の建物の価格を算定します（例えば、Ａ―Ａ×（１０割－４８年

経過時の残存価値）×（経過年数／耐用年数）といった計算式等によって算定しま

す）。 

そして、紛争解決センターにおいて、事故時点の建物の賠償による方法で居住用

不動産の４８年経過時の残存価値を４割前後として算定されることが多いようです。

残存価値の判断の際は、建物のメンテナンス状況等も考慮されるようです。東京電

力の基準では、残存価値は２０パーセントの下限を設けられているにすぎませんの

で、紛争解決センターの解決された事例は、より高割合の残存価値を認めた賠償が

成立しているようです。 

また、住居確保損害が認められるような場合には８割前後の残存価値を認める和

解事例が存在します。 

原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 「和解事例集Ⅳ」財物損害（不動産）のうち、

事例（６）、（７）、（８）、（１１）において、建物の残存価値を８割とする賠償が認

められた事例が紹介されています。 

なお、建物のリフォームが行われた場合、想定新築価格に反映される場合や耐用

年数に反映される場合、又はリーフォーム代金の賠償が認められる（原発被災者弁

護団（東京）ＨＰ 「和解事例集Ⅳ」財物損害（不動産）事例（８）参照）等して、

賠償には反映されているようです。固定資産評価証明書の評価替えがないか等は注

意が必要です。 

 

参考 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅳ 財物損害（不動産）事例 

http://ghb-law.net/?page_id=1216 

 

 

４－５ 東京電力の基準について 

宅地や建物の東京電力の住居確保損害の基準は、どのような内容のものでしょう

か。 

また、紛争解決センターと比べるとどのような違いがありますか。 

 

 １ 住居確保損害の内容 

住居確保損害は、移住又は帰還により、実際に発生した宅地や建物の再取得又は

立替・修繕費用等のうち財物賠償では不足する金額について、上限額を設定し、そ

の範囲内で追加賠償を認めるものです。  

 

http://ghb-law.net/?page_id=1216
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 ２ 請求の内容等 

（１）所有と居住の要件について 

本件事故時点において、避難指示区域内において自己が「所有」する持家に「居

住」をしていた方が対象になるとされています。 

もっとも、所有者と居住者の同一性については、完全な一致は要求されておら

ず、「居住者が所有者の推定相続人、または財物賠償時のその他相続人であれば、

所有者が居住者の同意を取得することにより請求可能」と説明をされ（資源エネ

ルギー庁 住居確保損害の賠償に関する住民説明会 参照）、次のような場合が

対象になる旨説明をされています（資源エネルギー庁 別冊参考資料１参照）。 

・親が所有をしている建物・土地に親が居住していないが、子が居住している場合、

子の同意（所有者の推定相続人）をもって親から請求可能。 

・事故後に相続未了物件（被相続人：父）に対し、兄が相続人全員から同意を得て、

財物賠償を請求、建物・宅地に弟が居住（兄は非居住）している場合、弟（財物

賠償におけるその他相続人）の同意をもって兄（財物場使用請求者）から請求可

能。 

なお、親名義で受領した賠償金で購入した宅地・建物を子供名義にすると、住宅

取得資金の贈与を受けたとみなされ、贈与税の課税対象になるので注意が必要です。 

 

（２）その他の要件について 

まず、財物賠償での不足分に対する賠償であるため、原則受領済みの財物額を超

過して実費が発生していることが前提として必要とされています。 

また、住居確保損害を算定するにあたり、想定新築価格の合意が必要であるため

財物賠償の合意（事故時の時価における不動産賠償価格）が必要とされています。 

なお、平成２４年７月２４日付の東電プレスリリースでは、宅地についての賠償

を請求するためには、①固定資産税の評価において、現況の地目が「宅地」と表記

されている土地であること（１ 個人さまが所有する財物に係る賠償（１）＊部分

参照）、②宅地、建物についての賠償後も避難指示解除までの間は、公共の用に供す

る場合等を除き第三者への譲渡を制限すること等に承諾すること（【共通事項等】＊

２参照）（原則として、所有権は失わないことは明記されています）が要件とされて

いました。しかし、宅地と表記されていない場合でも、（ア）建築物が存在している、

または宅地造成が完了していること、（イ）道路に２ｍ以上接していること（ウ）農

地転用許可を得ていること（エ）保安林に指定されていないこと、または、保安林

に指定されていても立木の伐採または土地の形質の変更の許可を得ている場合等に

は、宅地として賠償するとされています（「賠償金 ご請求書①（所有資産確認用）」

の８５頁参照）。 
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参考 

：東京電力ＨＰ 

・平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（避難指示区域内） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html 

・平成２６年４月３０日付の東電プレスリリース（住居確保に係る費用の賠償

および住居以外の建物修復に係る費用の賠償に関するご案内について） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235997_5851.html 

：経済産業省ＨＰ 

・平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う賠償基

準の考え方について（別紙）） 

http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf 

 

（３）請求可能な賠償について 

移住に係る賠償と帰還に係る賠償が認められています。 

次の内容のものが、賠償可能上限額の範囲で認められます。 

ア 移住に係る賠償について 

移住に係る賠償として、住居の取得に充てる費用、宅地の取得に充てる費用、

諸税、登記費用に係る合理的な費用が認められます。 

帰還困難区域及び大熊町・双葉町のその他区域に居住し、避難を余儀なくさ

れた被害者又は居住制限区域又は避難指示解除準備区域(大熊町及び双葉町を

除く)に居住し、就労や医療等の理由から移住が合理的である被害者に認められ

るとされています。 

もっとも、合理的な理由については、自己申告で足りるとされています。 

イ 帰還に係る賠償について 

帰還に係る賠償として、建替、修繕に充てる費用、諸税、登記費用に係る合

理的な費用、解体費用が認められています。 

帰還に係る賠償について、解体費用は、住宅確保損害の上限額とは別途で、

実費での賠償が可能となっています。 

 

２ 建物の賠償について 

住居確保損害の建物についての損害上限額は、（算定対象資産の想定新築価格－

算定対象資産の時価相当額）×７５％により算定されています。 

建物の賠償の場合には「居住制限区域、避難指示解除準備区域については、事故

前価値と財物賠償との差額分を含む」とされています。これは、居住制限区域、避

難指示解除準備区域であったため、全損として価値減少率が認められていない部分

についても含むことを意味します。 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235997_5851.html
http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf
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また、東京電力の建物の財物賠償の価格は、減価償却後の残存価値が最低２割と

され、最低残存価値と想定新築価格との差額８割の７５％は、想定新築価格の６割

に相当します。そのため、東京電力の基準によると少なくとも想定新築価格の８割

は住居確保損害として認められることになります。 

他方で、減価償却後の残存価値が２割以上残る場合には、想定新築価格の８割を

超える金額が住居確保損害として認められることになります。 

よって、紛争解決センターの住宅確保損害と比べた場合、東京電力への直接請求

による損害上限額は、残存価値の点では大きな違いがない状況になっていると考え

られます。 

紛争解決センターへの申立が東京電力の直接請求よりも有利な場合は、想定新築

価格が、東京電力の基準に比して高く認定されるような場合と考えられます。 

 

３ 宅地の賠償について 

中間指針第４次追補版において、「宅地（居住部分に限る。以下同じ。）取得の

ために実際に発生した費用」と「事故時に所有していた宅地の事故前価値」との差

額を住宅確保損害と認める旨述べられています（中間指針第４次追補版 「第２」

「２ 住宅確保に係る損害」「②」参照）。 

「事故時に所有していた宅地の事故前価値」については、「所有していた宅地面

積が４００㎡以上の場合には当該宅地の４００㎡相当分の価値を」、「事故時に所

有していた宅地の事故前価値」とするとされています。他方で、「宅地（居住部分

に限る。以下同じ。）取得のために実際に発生した費用」については、取得した宅

地面積が福島県都市支部の平均宅地面積以上である場合には福島県の都市部の平均

宅地面積」「を取得した宅地面積」とし、「取得した宅地価格が高額な場合には」

「福島県都市部の平均宅地単価」を乗じた額を、取得した宅地価格として算定する

ものとして上限が設けられています。そして、「（備考）４」」において、福島県

の都市部の平均宅地面積を２５０㎡及び福島県都市部の平均宅地単価を３８０００

円／㎡を目安とされています。 

上記、中間指針を受けて、平成２６年４月３０日付プレスリリースにおいて賠償

金の上限金額の計算式が次のとおり定められています。 

従前の宅地面積（２５０㎡を上限とします）×３８，０００円／㎡－従前の宅地

面積（４００㎡を上限とします）×従前の宅地単価 

なお、２５０㎡×３８，０００円／㎡＝９５０万円となります。 

また、「帰還困難区域又は大熊町もしくは双葉町の居住制限区域もしくは避難指

示解除準備区域」に居住していた被害者のうち移転が合理的な方は、土地の価値が

回復することを考慮して、上記賠償可能金額に７５％を掛けた額とされています。 

なお、注意が必要な点としては、宅地の住居確保損害が賠償上限額として反映さ



 56 

れるのは、移住に係る賠償の方法の場合のみであり、帰還に係る賠償の方法の場合

には、宅地を確保する必要がないため対象とされていません。 

また、対象となるのは登記上の１筆のみになります。 

紛争解決センターへの申立が東京電力の直接請求より有利な場合として、東京電

力の直接請求の場合には福島県都市部の平均宅地単価を３８０００円／㎡と福島県

の都市部の平均宅地面積を２５０㎡と固定されているものの、紛争解決センターの

場合には固定されていない点で、有利になる可能性があると考えられます。 

なお、判例時報２２１０号「原子力損害賠償紛争解決センターにおける和解の仲

介の実務９」においても差異が生じる可能性がある事案が紹介されていますので、

ご参照ください。 

 

参考 

：中間指針第４次追補版 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/12/27/1329116_011_1.pdf 

 

 ４ その他について 

住居確保損害の上限額の算定対象資産は、建物、宅地以外に、居住住所に所在す

る構築物・庭木及び同一地番内の建築物（特定の高額な設備等を含む）です。 

建築物は、課税情報の用途が「併用」や居住用用途以外の場合でも、床面積が２

５０㎡以内であれば、床面積の全てを居住部分とみなして算定されるとされていま

す。 

なお、平成２５年３月２９日付のプレスリリース別紙２によると特定の高額設備

を有する場合にはその設備についても別途賠償することが公表されています。具体

的には、特定の高額な設備として、「太陽光発電設備」（ただし、瓦一体型の太陽

光発電設備は除くものとされています。）、「合併浄化槽」、「井戸」の３種類が

賠償の対象となるとされています。詳しい算定方法は、「賠償金 ご請求書①（所

有資産確認用）」の９２頁をご参照ください。なお、個人事業主が所有し、構築物

（勘定項目）に計上されている取得価格が１００万円以上の構築物も対象とされて

います。 

 

参考 

：東京電力ＨＰ 

・平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225941_5117.html 

・平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース別紙２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/12/27/1329116_011_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/12/27/1329116_011_1.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1225941_5117.html
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http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0202.pdf 

・平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース参考資料 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0205.pdf 

  

 ５ 賠償の支払方法について 

不動産申込書、買付証明書、不動産売買契約書、設計監理業務委託契約書など宅

地・建物を再取得する場合に必要な書類、工事見積書、工事請負契約書、設計監理

業務委託契約書など新築、建替え、修繕を行う場合に必要な書類等を提出すれば、

賠償金の概算額を現実に支出する以前でも支払いを受けることが可能です（概算賠

償）。 

また、領収書を提出することで、概算額の不足分の調整や現に負担をした金額に

ついて支払いを求めることも可能です（確定賠償）。 

 

 

４－６ 賃借物件の場合の賠償について 

本件事故時に不動産を所有せず、賃貸借物件に住んでいたのですが、この場合に

も不動産に関する賠償の請求を行うことは、可能でしょうか。 

 

Ａ  

（１）平成２５年１２月２６日には中間指針第４次追補で以下のとおり賠償の指針が

示されました。 

「 従前の住居が避難指示区域内の借家であった者が、移住等又は帰還のために負

担した以下の費用は賠償すべき損害と認められる。  

①新たに借家に入居するために負担した礼金等の一時金  

②新たな借家と従前の借家との家賃の差額の８年分             」 

    そのため、今後の解決センターにおいてもこの指針も参考にしながら判断され

るものと思われます。 

 （２）東京電力は、上記の中間指針第４次追補が出されたことを踏まえ、平成２６年

４月３０日のプレスリリースで次の通り賠償することを明らかにしています。 

ア 対 象：事故発生時点において避難指示区域内の借家に住んでいた者について、

移住を余儀なくされた区域（帰還困難区域および大熊町・双葉町全域）

に該当する場合および移住を余儀なくされた区域に該当しない場合でも、

移住をすることが合理的な場合。 

イ 賠償額：借家に住んでいた者に対する住居確保に係る費用の賠償として、「新た

に借家に入居するための礼金等の一時金相当額」「新たな借家と従前の借

家との家賃差額相当額（８年分）」。が認められるものとされています。 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0202.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0205.pdf
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具体的には、避難指示区域外の地域を新たな生活の本拠とする場合、

１人世帯の場合１６２万円を定額賠償（世帯人数が１人増えるごとに６

１万円を加算）が認められています。 

他方で、避難指示区域であった地域を新たな生活の本拠とする場合、

従前と同じ地域の家賃相場になるため、原則家賃差額はないものと考え

られます。そのため、礼金等の一時金相当額として１人世帯の場合１０

万円を定額賠償（世帯人数が１人増えるごとに１万円を加算）が認めら

れるのみです。もっとも、事故時点の借家の家賃が低廉で、新たな借家

の家賃との差額が発生するような場合は、負担した家賃の差額が発生す

ると考えられますので、その差額についてを必要かつ合理的な範囲で賠

償するものとされています。 

 

参考：東京電力ＨＰ  

・平成２６年４月３０日プレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235997_5851.html 

 

 

４－７ 地震による損壊を伴う家屋の扱い 

地震で屋根が壊れました。すぐに修理を行えば住むことができましたが、原発事

故が原因で修理を行うことができませんでした。そのため、部屋の中が雨漏りでカ

ビだらけになり、部屋の中に動物が巣を作り部屋の中で排泄等を行ったため、家に

帰れるようになっても住むことが困難になりました。損害賠償請求はできるのでし

ょうか。 

 

Ａ 平成２５年３月２９日付の東電プレスリリース別紙３によると、地震・津波被

害がある場合には、建物の損壊の程度に応じて賠償することが定められています。

建物が「倒壊」している場合には賠償の支払いは０％、「全損」（地震で構造的

に大きく損壊し住み続けることが困難な状態、または、津波で建物の高さの半分

以上が浸水した場合等）している場合には賠償の支払いは５０％、「半損」（地

震で構造的に損壊しており、住み続けるためには、大がかりな補修工事が必要な

状態）している場合には賠償の支払いは８０％、「一部損」（地震で構造的な損

壊は少なく、比較的簡単な補修で原状回復が可能な状態、または、津波で床上浸

水した場合等）している場合には賠償の支払いは９７％になることが発表されて

います。 

紛争解決センターにおける東京電力の主張は、上記基準を前提に建物価値の減

少を主張してくる場合が多いようです。例えば、申立人側が建物に損壊はないも

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1235997_5851.html
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のの屋根の一部が壊れ、本件事故により修繕ができない結果、拡大損害が生じた

と主張した場合には、東京電力は３パーセントの減額を主張することが多いよう

です。 

  もっとも、紛争解決センターにおいては、家屋の破損が軽微な場合には、東京

電力による３パーセントの減額の主張は認めず、震災による建物の価値減少率を

０として判断されていることも少なくないようです。 

なお、中間指針第二次追補の第２の４「財物価値の喪失又は減少等」備考５）

においては、「本件事故による損害か地震・津波による損害かの区別が判別しない

場合もあることから、合理的な範囲で「原子力損害」に該当するか否か及びその

損害額を推認することが考えられるとともに、東京電力株式会社には合理的かつ

柔軟な対応が求められる」とされています。 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２５年３月２９日の東電のプレスリリース別紙３ 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0203.pdf 

 

 

４－８ 住宅の修復費用等（東電に対する直接請求） 

   住宅の修復費用について教えてください。 

 

Ａ  

（１）避難指示区域について 

住居確保損害の内容として賠償する旨明記されています。 

すなわち、住居確保損害は、移住又は帰還により、実際に発生した宅地や建物の

再取得又は立替・修繕費用等のうち財物賠償では不足する金額について、上限額を

設定し、その範囲内で追加賠償を認めるものです。 

そのため、従前の財物賠償の中に、修復費用が含まれるという考え方が自然であ

り、仮に従前の財物賠償では不足しない場合には、直接請求で別途請求することは

困難である可能性が高いと考えられます。 

もっとも、住居確保損害のうち、帰還を選択した場合には、解体費用は、住宅確

保損害の上限額とは別途で、実費での賠償が可能とされていますので、従前の財物

賠償で不足しない場合においても賠償請求は可能であると考えられます。 

なお、建物損害の賠償の一部前払いとして、住宅の修復費用がすでに賠償をされ

ている方については、財物産賠償の際に、賠償金額が控除される扱いが通常となり

ます（賠償金の計算式は、床面積（平方メートル数）×単価（１平方メートルあた

り１万４０００円により算定。 平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難

指示区域の見直しに伴う賠償基準の考え方について（別紙））及び平成２４年７月２

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0203.pdf


 60 

４日付の東電プレスリリース（避難指示区域内）参照）。 

（２）旧緊急時避難準備区域について 

  平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う賠償基

準の考え方について（別紙））及び平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（旧

緊急時避難準備区域等）によると、住宅等の補修・清掃に要する費用として３０万

円の定額の賠償を行うこととされています。３０万円の金額については、福島県の

平均的な住宅の簡易な補修および室内クリーニング費用を参考に設定されたものと

されています。 

もっとも、３０万円の定額賠償を超える場合には、３０万円を超える実費につい

て、避難等に伴う管理不能により発生した住宅等の損傷にかかる補修・清掃費用と

して必要かつ合理的な範囲の賠償にも応じるものとされています。その際には、住

民票の写しの原本、補修・清掃費用に要した領収書の原本、施行内容を示す書類（見

積書、工事請負契約書、工事完了確認書）、施行前後の写真等が添付資料として必

要と考えられます。 

なお、この定額賠償は、旧緊急時避難準備区域のものであり、避難指示区域の場

合のものではありません。 

また、建物の不動産登記をしていない場合でも、請求者が当該建物の固定資産税

の納税義務者になっていること、及び、建物の所在が確認できる場合には、請求に

応じるようです。具体的な資料としては、固定資産税納税通知書及び同封された固

定資産税課税明細書（コピー 平成２２年もしくは平成２４年）、固定資産評価証明

（原本 平成２２年～平成２４年のいずれか）、または、固定資産課税台帳の写し（原

本 平成２２年～平成２４年のいずれか）が必要と考えられます。 

また、建物を相続したが、相続登記をしていない場合でも、被相続人の出生から

亡くなるまでの連続した戸籍謄本、及び、ご請求者（相続人本人）の戸籍謄本があ

る場合には、請求に応じるようです。 

 

参考 

：経済産業省ＨＰ 

・平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う賠償基準

の考え方について（別紙）） 

 http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf 

：東京電力ＨＰ 

・平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（避難指示区域内） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html 

・平成２４年７月３１日付の本賠償のご請求に関してよくいただくご質問（建物の修

理費用等） 

http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html
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http://www.tepco.co.jp/comp/faq/index6-j.html 

・平成２４年７月２４日付の東電のプレスリリース（旧緊急時避難準備区域等） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html 

 

 

４－９ 事故前に家屋のリフォーム等を行った場合のリフォーム代金額の請求 

   本件事故が発生する前に、住宅のリフォームを行いました。現在、発表されてい

る東電の基準等は、リフォームに関しては何も考慮されていないようですが、紛争

解決センターに申立を行った場合には考慮されるのでしょうか。 

 

Ａ  

（１）紛争解決センター 

建物の損害に加えて、本件事故３ヶ月前に建物の大規模リフォームを行った場合

に、リフォーム代金全額についても加算して不動産損害として和解が成立していま

す（原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 事例（８６）参照）。 

  ただし、和解案が出された事案は、事故直近時でのリフォームの事案であり、リ

たて又は、支出したリフォーム代金から一定の金額を減額した和解案になる可能性

が高いですので、相談の際には、リフォームの時期についても注意が必要です。 

また、和解事例９３２においては、土地上に設置されていた土留めのためのコン

クリート擁壁の工事費用（一部）について別途１００万円の賠償が認められていま

す（被申立人は、コンクリート擁壁の工事費用は、土地の評価額に含まれると主張

していた。）。 

（２）東電の基準 

まず、修繕・メンテナンス工事と増改築工事を区別します。修繕・メンテナンス

工事については、建物本体の時価相当額の算定に含まれていると考え、別途賠償は

行わず、増改築工事についてのみ別途賠償を行うものとしています。 

修繕・メンテナンスの具体例は、「賠償金 ご請求書①（所有資産確認用①）」

の９３頁をご参照ください。 

また、増改築工事部分の時価相当額の算定方法は、①増改築部分に対する固定資

産課税明細が単独である場合、②増改築部分に対する固定資産課税明細が建物本体

と合算されている場合、③増改築部分が未登記・未課税である場合が存在します。 

①の場合は本体建物の賠償と同様に算定し、②の場合は本体建物の賠償の算定に

含まれます。 

③の場合のうち、増築工事の場合には、増築部分の時価相当額を次のとおり算定

します。増築部分の時価相当額＝増築部分の工事金額×建築物価調整係数×増築時

からの経年による価値の減少により算定されます。 

http://www.tepco.co.jp/comp/faq/index6-j.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html
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また、③のうち、改築工事の場合には、改築部分の時価相当額を次のとおり算定

します。改築部分の時価相当額＝（改築部分の工事金額―取替部分の改築時残価値

相当額）×建築物価調整係数×改築時からの経年による価値の減少により算定され

ます。そして、「取替部分の時価相当額」は原則として改築工事部分の工事金額の

２０％とされています（「賠償金 ご請求書①（所有資産確認用①）」９５、９６

頁参照）。 

なお、建築物価格調整係数及び増築時からの経年による価値減少については平成

２５年３月２９日の東電のプレスリリース参考資料「建築物価調整係数」及び「取

得時からの経年による価値減少」をご参照ください。 

 参考：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bb

b739d.pdf 

：東京電力ＨＰ 

・平成２５年３月２９日の東電のプレスリリース参考資料 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0205.pdf 

：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

  ・和解事例９３２ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/11/20/1331335_932.pdf 

 

 

４－１０ 不動産の除染費用 

  今後、自宅に帰宅する場合に備えて、除染の準備を行いたいと考えています。 

紛争解決センターであれば、見積さえ提出すれば、除染費用をあらかじめ請求する

ことはできるでしょうか。 

Ａ 紛争解決センターにおいて、除染費用が認められたとの報告もありますが、現段

階では、除染費用の請求を行ったとしても、低額な金額の場合を除いては、判断を

留保する等取扱には消極的な対応が多いようです。東電側の対応は、自治体の除染

を待つべき、除染は環境省のガイドラインに従うべき等の反論を行うことが多いよ

うです。 

比較的高額な除染費用の解決事例としては、自宅（南相馬市の旧緊急時避難準備

区域）の周囲の生け垣（ヒノキ）の線量が高かったため、生け垣に生えた植物を切

断し、代わりにブロック塀を建てることにしたケースで、その費用を見積った上で、

その見積金額を請求したところ、除染費用の損害として約２０７万円を認め、和解

が成立しています（原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ（９５）参照）。 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130329j0205.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_932.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_932.pdf
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福島市所在の高層マンションの管理組合により請求された除染工事費用として、

平成２３年３月１１日から平成２４年８月９日の期間について、合計１８，２４１，

１１０円の賠償が認められています（和解事例４８０）。 

また、避難指示区域でない場合には、除染費用を認める和解が複数成立している

ようです。郡山市市街地の自宅周りの除染費用（庭木伐採、芝張り撤去、表土撤去

等）として９４万５０００円の賠償を認める和解が成立しています（和解事例２４

３）。その他にも郡山市、福島市、南相馬市、茨城県牛久市等においては除染費用が

認められた和解が複数公表されています（和解事例１１５・１５５・１７５・１７

９・２０７・２２０・２５５等）が、いずれも、除染費用に関し、交付金、助成金、

その他名目の如何を問わず、国や地方自治体に対する請求を行わないことを約する

条項が和解契約書に記載されています。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例２４３ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/04/10/1329343_143.pdf 

・和解事例４８０ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

3/09/11/1331335_480.pdf 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅰ 

http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bb

b739d.pdf 

 

  

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_143.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/04/10/1329343_143.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/09/11/1331335_480.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/09/11/1331335_480.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
http://ghb-law.net/wp-content/uploads/2013/03/947316504880e6912945d96b7bbb739d.pdf
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５ 就労不能等による損害 

５－１ 避難先での就労と就労損害の関係について 

 勤務先が警戒区域にあり、事故後職を失いました。避難後は新しい就職先で働

いています。しかし、周囲の人からは、働かなくても東電に請求できるのだから、

働くのは損と言われるので、働く労働意欲が失われてしまいます。働いている人に

は、働いたことについて何らかの配慮はないのでしょうか。 

 

Ａ（１）総括基準 

中間指針第二次追補の第２の３「就労不能等に伴う損害」の（指針）Ⅱ）におい

て、「就労不能に伴う損害を被った勤労者による転職者や臨時の就労等が特別の努力

と認められる場合には、かかる努力により得た給与等を損害額から控除しない等の

合理的かつ柔軟な対応が必要である」としており、働いている人が不利益を受けな

いように配慮が求められています。 

  そして、平成２４年４月１９日の総括基準（基準８）では、避難先での就労の特

殊性を考慮して、「本件事故がなくても当該営業・就労が実行されたことが見込まれ

るとか、当該営業・就労が従来と同等の内容及び安定性・継続性を有するものであ

るとか、その利益や給与等の額が多額であったり、損害額を上回ったりするなどの

特段の事情のない限り、営業損害や就労不能損害の損害額から控除しないものとす

る」としています。そして、多額である場合とは、避難先における就労によって得

た給与等の額が１人月額３０万円を目安とし、原則として、３０万円を超える部分

に限り、営業損害や就労不能損害の損害額から控除する旨が定められています。 

  また、平成２４年６月２６日付の中間収入の非控除に関する決定において、非控

除限度額の目安を１人月額５０万円とすることも差し支えないと紛争解決センター

では決定されています。 

 （２）東電への直接請求の取扱い 

  平成２４年６月２１日の東電のプレスリリースによると、①本件事故発生時点に

おいて、勤務先又は生活の本拠としての住居が、避難等対象区域内にあった方であ

り、②本件事故以降新たに就労された勤務先から平成２４年３月１日以降において

収入を得られた方を対象として、月額５０万円までについては事故がなければ得ら

れたであろう収入から控除しない旨述べています。 

  また、平成２５年６月１０日の東電のプレスリリースにおいて、平成２４年３月

１日以降のみならず、平成２３年３月から平成２４年２月の期間についても、上記

と同様の取り扱いをすることを発表しています。 

 なお、平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う

賠償基準の考え方について（別紙））及び平成２４年７月２４日付の東電プレスリリ

ース（避難指示区域内）によると、避難指示区域においては、平成２４年６月１日
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から平成２６年２月２８日までの損害分を一括して支払うものとしています。 

   他方で、平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴

う賠償基準の考え方について（別紙））及び平成２４年７月２４日付の東電プレスリ

リース（旧緊急時避難準備区域等）によると、旧緊急時避難準備区域においては、

就労不能損害について平成２４年６月１日から同年１２月分までの一括払い（勤務

先が避難指示区域の場合には、平成２６年２月２８日まで）によることされていま

す。 

 その後東電は，平成２６年２月２４日付プレスリリースにおいて，事故発生時点

に避難指示区域内に生活の本拠または勤務先があった方を対象とする平成２６年３

月以降の就労不能損害につき，平成２７年２月２８日までを上限として賠償する旨

を明らかにしました。但し，支払対象損害額は，事故発生前の収入との発生後の収

入の差額であり，その際，本件事故以降新たに就労された勤務先からの収入は，月

額５０万円以下であっても事故発生後の収入に含めて控除する，即ち上述の特別の

努力の取扱はないとして，運用していることに注意が必要です。事故後３年経過し，

「被害者が営業・就労を行なうことが通常より困難である」（中間指針第二次追補第

２の２項３））との特殊性が解消されつつあるとの東電の判断によるもののようです。 

 なお，平成２７年２月２８日以降については，個別のやむを得ない事情に応じて

扱うとのことですが，具体的事情については例示もなく明らかでありません。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

 ・平成２４年４月１９日の総括基準（基準８） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__

icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_11_1.pdf 

・平成２４年６月２６日付の中間収入の非控除について 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__

icsFiles/afieldfile/2012/06/27/1316595_12_1.pdf 

：経済産業省ＨＰ 

・平成２４年７月２０付の経済産業省の基準（避難指示区域の見直しに伴う賠償基

準の考え方について（別紙）） 

 http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf 

：東京電力ＨＰ 

・平成２４年６月２１日の東電のプレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205736_1834.html 

・平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（避難指示区域内） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html 

・平成２４年７月２４日付の東電プレスリリース（旧緊急時避難準備区域等） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_11_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_11_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/06/27/1316595_12_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/06/27/1316595_12_1.pdf
http://www.meti.go.jp/press/2012/07/20120720001/20120720001-3.pdf
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205736_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206810_1834.html
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http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html 

・平成２５年６月１０日付の東電プレスリリース（就労不能損害における算定方法

「特別の努力」の適用）の見直しについて 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1228206_5117.html 

・平成２６年２月２４日付の東電プレスリリース（平成２６年３月以降の就労不能

損害に係わる賠償および避難指示解除後のご帰還にともなう就労不能損害に係わる

お取り扱いについて） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1234445_5851.html 

 

 

５－２ 収入額の認定方法 

本件事故が発生する数ヶ月前から仕事を始めたばかりなので昨年度の同時期の収

入を証明する資料はありません。また、事故がなければ、収入は増加していたはず

であり、事故直前の収入を参考にして損害額が算定されることには納得がいきませ

ん。このような場合に、紛争解決センターを利用すれば、どのように損害が判断さ

れるのでしょうか。 

 

Ａ 平成２４年４月１９日の総括基準（基準７）において、収入額の認定について

は仲介委員の合理的な裁量に委ねられるとされ、総括基準が示す算定方法に関す

る基準の中から選択する裁量が仲介委員に認められ、その判断は合理的なものと

推定されるとされています。 

総括基準に示される基準はつぎのとおりです。 

・平成２２年度（又は、平成２１年度、同２０年度）の同期の額 

・平成２２年度（又は、平成２１年度、同２０年度）の年額の１２分の１に対象月

を乗じた額 

・上記の額のいずれかの２年度分又は３年度分の平均値（加重平均を含む。） 

・平成２０年度から平成２２年度までの各年度の収入額に変動が大きいなどの事情

がある場合には、平成２２年度以前の５年度分の平均値（加重平均を含む。） 

・平成２３年度以降に増収増益の蓋然性が認められる場合には、上記の額に適宜の

金額を足した額 

・営業開始直後で前年同期の実績がない場合には、直近の売上額、事業計上の売上

額その他の売上見込みに関する資料、同種事業者の例、統計値などをもとに推定

した額 

・その他上記の例と遜色のない方法により算定された額 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1206811_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2013/1228206_5117.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1234445_5851.html
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・平成２４年４月１９日の総括基準（基準７） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__i

csFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_10_1.pdf 

 

 

５－３ 就労不能原因 

   就労不能損害の就労不能原因はどのような場合に認められるでしょうか。 

 

 Ａ 以下のような就労不能原因が認められています。 

（１） 会社の閉鎖，解雇 

就労先が警戒区域等避難指示区域であり，本件事故を原因として閉鎖又は

解雇された場合には，就労不能損害が認められています。自主的避難対象地

域で勤務をしていた場合でも、本件事故により閉鎖または解雇された場合に

は，期間の制限はあるものの就労不能損害を認める和解事例があります。 

（２） 通勤困難による退職 

旧警戒区域内（双葉町）で居住及び就労していたが、本宮市内に家族と共

に避難し、避難先からの通勤が困難となったことから勤務先を退職した申立

人について就労不能損害が認められ和解が成立しています（和解事例５０

７）。この事例では退職時期が本件事故約半年が経過した平成２３年７月で

あったにもかかわらず、就労不能損害との因果関係が認められています。 

（３） 避難に起因する精神的疾患罹患による退職 

東電（平成２６年２月２４日付プレスリリース）によれば，生命・身体

的損害による就労不能損害が発生している場合は，「生命・身体的損害によ

る就労不能損害」にて支払うとのことですが，例えば避難生活によりうつ病

になり，それが原因で通勤できなくなった等の場合でも，生命・身体的損害

として扱わず，本件事故による就労不能損害として認められるのが通例です。 

和解例では，旧警戒区域内の勤務先工場の閉鎖に伴い，他県のグループ

会社に出向しましたが，適応することができず，精神的疾患に罹患した後，

出向先を退職した場合に，本件事故と相当因果関係を有する損害として，退

職による就労不能損害が賠償されました（和解例８５６）。 

（４） 避難生活中の家族の看病・介護のための退職 

旧警戒区域からの避難中に妻が体調を崩し，平成２４年３月末に妻の看病

のために，いわき市の勤務先（派遣社員）を自主退職した場合において，退

職時６３歳であったことも考慮し，将来分を含む自主退職後２年分の就労不

能損害が認められた例があります（和解事例５７８）。 

 また，旧緊急時避難準備区域（南相馬市原町区）の申立人について，帰還

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_10_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316595_10_1.pdf
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困難区域から避難した老齢の母を受け入れ，同居することになりましたが，

持病が悪化した母の介護を行なうため，平成２４年８月に勤務先を退職せざ

るを得なくなったことなどの事情を考慮し，請求のあった平成２５年９月ま

での就労不能損害として給与相当額の７割が賠償された例もあります（和解

事例９８１）。 

（５） 被ばくの不安による退職 

福島第一原子力発電所での勤務をしていたものの、被ばくの不安により退

職した場合に、申立人が請求した就労不能損害のうち７割につき認める和解

案が提示されています。事案の詳細については、原発被災者弁護団（東京）

のＨＰの平成２５年８月２０日付「【ご報告】被ばくの不安により福島第一

原子力発電所での勤務を退職した場合の就労不能損害」をご参照下さい。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例５０７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/

22/1331335_507_1.pdf 

・和解事例５７８ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/

22/1331335_578.pdf 

・和解事例８５６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/

19/1331335_856.pdf 

・和解事例９８１ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/

16/1331335_981.pdf 

：原発被災者弁護団（東京）ＨＰ 

・【ご報告】被ばくの不安により福島第一原子力発電所での勤務を退職した場合の就労

不能損害 

http://ghb-law.net/?p=802 

 

  

５－４ 避難指示解除後の帰還にともなう就労不能損害 

避難指示解除後に避難元に帰還しても，もとの就職先には戻られないと思うので

すが，帰還後は就労不能損害はもらえないのですか？ 

 

Ａ  東電の平成２６年２月２４日付プレスリリースによりますと，避難指示解除後相

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_507_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_507_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_578.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_578.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_856.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/19/1331335_856.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_981.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_981.pdf
http://ghb-law.net/?p=802
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当期間内に帰還した方のうち，帰還にともなう就労環境の変化によって就労が困難

となり，減収または失業状態となった給与取得者等は，減収額等を請求することが

できます。但し，避難指示解除後の相当期間内に損害が発生する必要があり，損害

発生月から１２ヵ月間が上限となります。 

 また，中間指針第４次追補にて示された「長年住み慣れた住居及び地域が見通し

のつかない長期間にわたって帰還不能となり，そこでの生活の断念を余儀なくされ

た精神的苦痛等」に係わる損害の支払対象者を除くとされていることに注意が必要

です。 

 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２６年２月２４日の東電のプレスリリース（平成２６年３月以降の就労不能損害

に係わる賠償および避難指示解除後のご帰還にともなう就労不能損害に係わる賠償

のお取り扱いについて） 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1234445_5851.html 

  

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2014/1234445_5851.html
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第２ 自主的な避難による個別の損害 

 

１ 自主的避難等対象区域 

中間指針第１次追補が、自主的避難等対象区域として認めた地域は、どの地域で

すか。 

 

 Ａ 下記の福島県内の２３市町村です。 

（県北地域） 

福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町、大玉村 

（県中地域） 

郡山市、須賀川市、田村市、鏡石町、天栄村、石川町、玉川村、平田村、浅川

町、古殿町、三春町、小野町 

（相双地域） 

相馬市、新地町 

（いわき地域） 

いわき市のうち、避難指示等対象区域を除く区域。 

 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２４年２月２８日付の東電のプレスリリース（自主的避難等に係る損害に対

する賠償の開始について）の「別紙１」 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu12_j/images/120228e.pdf 

 

 

２ 自主的避難等対象者の範囲 

   中間指針第１次追補が認めた自主的避難対象者の範囲を教えてください。 

 

Ａ 原発事故当時に自主的避難等対象区域内に生活の本拠としての住居があった者は、

事故後に自主的避難をした場合のみならず、当該住居に滞在を続けた場合も対象に

なります。 

本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった者で、自主的避難等対象

地域に避難してきた場合も対象となります。また、緊急時避難準備区域の指定以降

に避難をせずに滞在した場合、緊急時避難準備区域の指定解除後に帰還した場合も、

対象となります。 

  

 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu12_j/images/120228e.pdf
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３ 自主的避難等対象者の損害の範囲と金額 

どういう損害について、いくら認められますか。 

 

Ａ（１）中間指針第１次追補は、以下の範囲を損害として認めています。 

 ＜自主避難等による損害＞ 

 ・自主的避難によって生じた生活費の増加費用 

・正常な日常生活が阻害された精神的苦痛 

・避難及び帰宅に要した移動費用  

  ＜放射線被曝への恐怖や不安を抱きながら自主的避難等対象区域内に滞在を続けた

場合の損害＞ 

  ・放射線被曝への恐怖や不安、これに伴う行動の自由の制限等により、正常な日常

生活の維持・継続が相当程度阻害されたために生じた精神的苦痛  

・放射線被曝への恐怖や不安、これに伴う行動の自由の制限等により生活費が増加

した分があれば、その増加費用 

（２）損害額は、以下のとおりです。 

①子供と妊婦 

 本件事故発生から平成２３年１２月末までの損害として１人４０万円を目安と

する。 

②その他の自主的避難等対象者 

本件事故発生当初の時期の損害として１人８万円を目安とする。 

（３）なお、１８歳未満の子供と妊婦が実際に避難をした場合、東電は一人当たり

２０万円を追加して支払うこととしています。 

 

 

４ 避難指示等対象区域から自主的避難等対象区域へ避難をした場合の精神的損害 

避難指示等対象区域から自主的避難等対象区域に避難してきた場合の慰謝料額

として、いくらを請求できますか。 

 

Ａ 中間指針第１次追補は、本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった

者で、自主的避難等対象地域に避難してきた場合、賠償すべき損害は自主的避難等

対象者の場合に準じるものとし、さらに中間指針で賠償対象とされていない期間に

ついては、３（２）①及び②を目安として勘案した金額とし、 子供及び妊婦が自主

的避難等対象区域内に避難して滞在した期間については、本件事故発生から平成２

３年１２月末までの損害として１人２０万円を目安とするとしました。 

これにより、本件事故発生時に避難指示等対象区域内に住居があった者で、自主

的避難等対象地域に避難してきた場合は、避難指示等に基づく避難期間に応じた精
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神的損害（月額１人１０万円又は１２万円）に加え、子供及び妊婦が自主的避難等

対象区域内に避難して滞在した期間については、本件事故発生から平成２３年１２

月末までの損害として１人２０万円を加算されることになりました。避難指示等に

基づく避難による精神的損害と一部損害内容に重複があることから、１人４０万円

ではなく２０万円とされました。 

 

 

５ 実費、生活費 

５－１ 自主的避難の実費の賠償 

    自主的避難者について、中間指針第１次追補が示す１人８万円又は１人４０万円

を超える実費の賠償は認められますか。 

 

  Ａ（１）自主的避難に伴って発生した実費相当額と慰謝料相当額が４０万円又は８

万円を超えている場合には、超えた金額が賠償の対象となります。 

（２）平成２４年２月１４日の総括基準（基準３）は、自主的避難対象者が自己

又は家族の自主的避難の実行に伴い支出した実費等の損害の積算額が４０万円又

は８万円を上回る場合において、当該実費等の損害が賠償すべき損害に当たるか

どうかを判断するにあたり、以下の事情から、総合的に考慮するとしています。 

① 自主的避難を実行したグループに子供又は妊婦が含まれていたかどうか 

② 自主的避難の実行を開始した時期及び継続した時期 

③ 当該各時期における放射線量に関する情報の有無及び情報があった場合には

その内容 

④ 当該実費等の損害の具体的内容、額、発生時期 

（２）また総括基準は、賠償の対象となるべき実費等の損害として、以下を指摘し

ています。 

 ① 避難費用及び帰宅費用(交通費、宿泊費、家財道具移動費用、生活費増加分) 

②一時帰宅費用、分離された家族内における相互の訪問費用 

③営業損害、就労不能損害（自主的避難の実行による減収及び追加的費用） 

④財物価値の喪失、減少（自主的避難の実行による管理不能等に起因するもの） 

⑤その他自主的避難の実行と相当因果関係のある支出等の損害 

  （３）総括基準は、当該実費等の損害のほかに、精神的苦痛に対する慰謝料に相当

する額も賠償するものとしていますが、慰謝料は上記金額（４０万円又は８万円）

に含まれているものと扱うとしています。 

  （４）加えて、総括基準は、賠償は、本来は、個人単位で行われるものであるが、

実際の和解案の作成に当たっては、グループ単位での計算をすることを妨げない

としており、ＡＤＲにおいても実際にそのような運用となっています。 
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   （５）以上の実費等の損害の合計額が中間指針第１次追補記載の上記金額（４０万

円又は８万円）に満たなくても、当該実費等の損害の合計額と精神的苦痛に対す

る慰謝料に相当する額とを合算した額が中間指針第１次追補記載の上記金額（４

０万円又は８万円） を上回る場合には、前記（１） から（４）までの基準を準

用するとして、当該金額を損害と認めるとしています。 

    

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

   ・平成２４年２月１４日の総括基準（基準３） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf 

 

 

６ 自主的避難者の紛争解決センターにおける取扱い 

     自主的避難者の慰謝料額や避難費用等は、紛争解決センターでは、どの程度が認

められていますか。 

 

   Ａ 

（１）賠償期間 

  紛争解決センターにおいては、自主的避難地域の中でも空間線量が比較的高い

県北地域、郡山市、須賀川市に事故時住所があった妊婦子供を含む避難グループ

の場合、少なくとも平成２５年末までの期間で後記（２）の基準により賠償を認

める運用のようです。それ以外の自主的避難地域については、平成２３年末まで

の損害については原則として認めるものの、それ以降については自主的避難の実

行・継続がやむを得ない事情（避難開始時点及び避難継続中の自宅・近所の放射

線量その他の事情により判断する。）の証明があった場合に限り、認める運用のよ

うです。事案によって、平成２６年に入ってからの賠償についても認める和解事

例も存在するようですが、一定の時点で避難の合理性が否定されることも少なく

ないようです。 

  なお、妊婦子供を含まないグループについては、原則として平成２３年９月ま

でに発生した費用に限られています。 

（２）生活費増加分等の金額 

家族全員での避難の場合、家財道具購入費として定額１５万円が認められる運

用です。家族の一部が避難し二重生活（世帯分離）状況となった場合、定額３０

万円が認められるほか、避難継続中の毎月の生活費増加分として、おおむね月額

３万円が認められる運用です（少ない方の世帯人数が１人の場合）。 

このほか避難雑費として、平成２４年以降につき、定額として子供・妊婦１人

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf
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あたり月額２万円が認められています。 

避難交通費や面会交通費については、東京電力への直接請求で避難交通費とし

て認められている金額の８割を基準として認められています。世帯分離の場合に

おいて、別離家族の面会交通費は、月２往復分までが目安とされています。 

なお、定額を上回る実額の立証があった場合は、実額の賠償が認められます。 

賠償期間については、上記のとおり、自主的避難地域の中でもエリアによって

紛争解決センターの取り扱いが異なるようですが、いわき市から避難した申立人

ら（父母と子2名）について、避難先で再就職しており、直ちに再就職先を退職

することが困難な状況にあったこと、避難元に住居を残していたものの、同住居

を親族に貸与していたため直ちに居住を再開できる状況ではなかったことなどの

個別事情を考慮し、平成25年3月までの避難費用等が賠償された事例（和解事例

９４７）も存在します。 

 

  参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

  ・和解事例９４７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/201

4/11/20/1331335_947.pdf 

（３）就労不能損害 

子供・妊婦を含むグループの自主的避難の実行に伴う避難実行者の就労不能損

害については、避難実行前の給与の６か月分を上限とする運用のようです。 

なお、就労不能が避難実行に伴うというよりも、原発事故による風評被害等に

よる勤務先の経営悪化に伴う解雇と評価できるような場合については、この限り

ではありません。 

例えば、自主的避難対象区域に勤務地があったものの、勤務地の閉鎖又は解雇

により就労不能になった場合に、平成２４年５月末日までを就労不能期間とする

東電の主張を斥け、同年６月以降も就労不能損害を認める和解が複数成立してい

ます。 

田村市に居住し、同市内の勤務先の工場が原発事故により閉鎖されたため退職

を余儀なくされた申立人について、平成２４年６月１日から平成２５年１月末日

までの期間の給与相当額の損害が認められ和解が成立した事例（和解事例５０４）

や、いわき市内に居住し、同市内の勤務先から風評被害による業績悪化が見込ま

れることを理由として解雇された申立人について、平成２４年６月１日から平成

２５年３月末日までの期間の給与相当額の就労不能損害が認められ和解が成立し

た事例（和解事例５０６）が公表されています。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_947.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_947.pdf
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・平成２４年２月１７日付和解案提示理由書 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_5.pdf 

・和解事例５０４ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

013/11/22/1331335_504.pdf 

・和解事例５０６ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

013/11/22/1331335_506.pdf 

 （４）精神的損害 

    総括基準２（精神的損害の増額事由等について）記載の事由があった場合やそ

の他上乗せすることもやむを得ない特別の事情がある場合について、東電の定額

賠償金に含まれる精神的損害の金額から上乗せが検討される余地があるとされて

います。 

父母、幼児、新生児の自主的避難者グループについて、母親が帝王切開により

出産した直後に新生児と共に避難せざるを得なかったこと、幼児が両足の障害の

ために自力で歩くことができない状態であったこと、父親がこれらの家族を連れ

て避難したことを考慮し、定額賠償金とは別に、精神的損害として全員に各10万

円が賠償された事例（和解事例６９０）、福島市から避難した要介護４の夫とそ

の介護をしていた妻について、夫婦の避難生活の困難さや妻が精神的・身体的に

変調を来したことなどを考慮し、精神的損害をそれぞれ６万円増額した事例（和

解事例８２７）、福島市の申立人ら（父母と未就学児を含む3名の子）のうち、3

名の子を連れて同区域から避難した母と、3名の子のうち重度の身体障害及び知的

障害を有している子1名について、母が避難先で3名の子を一人で養育せざるを得

なかったこと、障害を有する子が避難中の環境変化によるストレスで問題行動を

起こしたことなどの事情を考慮し、平成23年分の慰謝料につき、それぞれ14万円

の増額が認められた事例（和解事例９３７）、三春町から避難した身体障害1級の

子（成人）及びその介護をしていた両親について、定額賠償金よりそれぞれ16万

円増額された精神的損害が賠償された事例（和解事例９５７）などがあります。 

また、いわき市から東京都に避難した申立人ら（夫婦とその子2名の世帯）に

ついて、持病をもつ妻と子1名のために良好な環境を求めていわき市に移転した

という経緯や、原発事故により家族が持病を抱えた状態で避難生活を送っている

ことなどの原発事故後の状況等を考慮し、精神的損害が中間指針第一次追補にお

いて示された額よりも世帯全体として40万円増額された事例（和解事例９７７）

のように、慰謝料の増額が認められたとしても金額が低かったり、あるいはそも

そも増額が認められなかったり、区域内避難者の場合と比べると厳しい判断がな

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_5.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_5.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_504.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_504.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_506.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2013/11/22/1331335_506.pdf
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される傾向が強いようです。 

    

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解事例６９０ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/01/17/1331335_690.pdf 

・和解事例８２７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/06/26/1331335_827.pdf 

・和解事例９３７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/11/20/1331335_937.pdf 

・和解事例９５７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

014/12/10/1331335_957.pdf 

・和解事例９７７ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

015/01/16/1331335_977.pdf 

 

 （５）その他 

    子供の学校の転校に伴って生じた学用品や制服等の購入費、除染費用等につい

ては、領収書等により実額賠償されます。 

 （６）定額賠償からの控除 

    東電から受領した平成２３年分の定額賠償金は、大人一人４万円、子供一人２

０万円を慰謝料相当部分として扱い、それ以外の部分に相当する金額が平成２３

年分の賠償額から控除されます。 

 

 

７ 区域外から自主的避難について 

     避難指示等対象区域にも自主的避難等対象区域にも住んでいませんでしたが、自

主的避難をしました。損害賠償請求ができますか。 

   Ａ 本件事故発生時に避難指示等対象区域及び自主的避難等対象区域のいずれにも

属さない場所に住居があった者が自主的避難を実行した場合について、平成２４

年２月１４日の総括基準は、以下を総合的に考慮して、自主的避難等対象区域と

同等の状況にあると評価されるときは、前記３の基準を準用して判断するとして

います。 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/01/17/1331335_690.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/01/17/1331335_690.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_827.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/06/26/1331335_827.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_937.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/11/20/1331335_937.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_957.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2014/12/10/1331335_957.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_977.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_977.pdf
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① 当該住居の所在場所の発電所からの距離 

② 避難指示等対象区域との近接性 

③ 放射線量に関する情報 

④ 当該住居の属する市町村の自主的避難の状況 

    紛争解決センターにおいては、父が仕事のために県南地域（西白河郡西郷村）

の自宅に残り、母と子供４名が平成２３年３月に関西地方に避難したため、二重

生活となった申立人らについて、自宅付近の線量が自主的避難等対象区域の主要

都市と同程度以上あることなどを考慮し、申立ての前月である平成25年10月ま

での避難費用、生活費増加費用、避難雑費等の賠償が認められた事例（和解事例

９８３）等があります。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

   ・平成２４年２月１４日の総括基準（基準３） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf 

  ・和解事例９８３ 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

015/01/16/1331335_983.pdf 

      

 

８ 東電の基準 

   東電は、自主的避難者に対し、いくらを支払っていますか。 

  Ａ  

（１）中間指針第１次追補における地域の自主避難者等 

東電は、妊婦と１８歳以下であった子どもには平成２３年１２月末までの損

害分として４０万円の定額賠償とし、それ以外の方については１人あたり８万

円を支払うとしています。さらに、妊婦と１８歳以下の子どものうち、実際に

避難を行った場合については、１人あたり２０万円を追加支出しています。な

お、平成２３年３月１１日以降平成２３年１２月３１日までに生まれた子供及

び平成２３年１２月３１日までに妊娠をした場合にも妊婦に含まれ４０万円を

支払っています。 

平成２４年１２月５日付の東電のプレスリリースによると、追加的費用等分

として、避難の有無にかかわらず、大人１人あたり４万円、さらに、平成２４

年１２月５日付の東電のプレスリリースによると、平成２４年１月１日から平

成２４年８月３１日の間に、１８歳以下であった期間がある方（誕生日が平成

５年１月２日から平成２４年８月３１日の方）、及び、平成２４年１月１日か

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/02/16/1316595_4_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_983.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2015/01/16/1331335_983.pdf
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ら平成２４年８月３１日の間に妊娠されていた期間がある方については妊婦と

子供については、1人あたり８万円の定額の賠償が支払われています。 

（２）中間指針第１次追補における地域以外の自主避難者等 

 平成２４年６月１１日付及び８月１３日付の東電プレスリリースによると、

福島県の県南地域（白河市、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭

町、塙町、鮫川村）及び宮城県丸森町に生活の本拠としての住居があった子供

及び妊婦を対象として、避難を行ったか否かを区別せず、平成２３年１２月末

までの慰謝料及び生活費の増加分等として１人あたり２０万円、平成２４年分

として１人あたり４万円の賠償金が支払われています。 

中間指針第１次追補が、自主的避難等対象区域として認めた地域以外に、１

０市町村について新たに追加がされています。 

 さらに、上記１０市町村に生活の本拠があった方を対象として平成２４年１

２月５日付の東電のプレスリリースによると、福島県の県南地域、及び、宮城

県丸森町での生活において負担された追加的費用（清掃業者への委託費用など）、

及び、前回の賠償金額を超過して負担された生活費の増加費用、ならびに避難

および帰宅に要した移動費用等として、１人あたり４万円を支払う旨発表され

ています。 

 

参考：東京電力ＨＰ 

・平成２４年６月１１日付の東電のプレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205293_1834.html 

・平成２４年８月１３日付の東電のプレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1211794_1834.html 

・平成２４年１２月５日付の東電のプレスリリース 

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1223477_1834.html 

 

  

http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1205293_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1211794_1834.html
http://www.tepco.co.jp/cc/press/2012/1223477_1834.html
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第３ その他（弁護士費用、仮払金の控除、先行和解等） 

 

１ 弁護士費用 

    紛争解決センターでは、弁護士費用はどの程度認められていますか。 

 

  Ａ 平成２４年３月１４日の総括基準（基準６）に基づき、和解によって支払いを

受ける額の３％を目安とし、和解金が１億円以上の高額な場合は、和解によって

支払いを受ける額の３％未満で仲介委員が適切に定める金額とされています。複

雑困難な事案や弁護士の手間と比べ和解金が著しく少額である場合には、弁護士

費用相当額の損害を増額できるとしています。 

実際の和解でも、３％の弁護士費用が認められています（平成２３年１２月２

７日付和解案提示理由書 第７「１ 弁護士費用 」参照）。また，和解金が 1

億円を超える場合は，１億円以下の部分につき３％，１億円を超える部分につき

１．５％の弁護士費用が認められた事例もあります。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２３年１２月２７日付和解案提示理由書 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf 

・平成２４年３月１４日の総括基準（基準６） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/03/14/1316595_8_1.pdf 

・原発被災者弁護団・和解事例集Ⅲ 

http://ghb-law.net/?page_id=1042 

 

 

２ 仮払金の控除 

    東電からもらった仮払金は、紛争解決センターの和解において控除されています

か。 

 

  Ａ 事案により、控除しないもの、一部（２０万円程度）を控除したもの等、いろ

いろです。今後も損害の発生が明らかな事例においては現段階では控除をしない

扱い又は控除額が低くなる傾向があるようです（平成２４年２月２４日付和解案

提示理由補充書 第２ 仮払金の控除について 参照）。 

しかし、控除しないまま和解を成立させた事案でも、和解契約書では、次回以

降の和解において控除の対象とするとされています（平成２４年２月２７日付和

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/03/14/1316595_8_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/03/14/1316595_8_1.pdf
http://ghb-law.net/?page_id=1042


 80 

解契約書 ５ 清算条項（３）参照）。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２４年２月２４日付和解案提示理由書 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_deta

il/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf 

・平成２４年２月２７日付和解契約書 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_deta

il/__icsFiles/afieldfile/2012/06/07/1321892_1.pdf 

 

 

３ 仮払い和解、先行和解 

生活が苦しくなってきているのですが、紛争解決センターを利用した場合には、

終了するまでは支払いを受けることができないのでしょうか。直接請求を行っては

いけないのでしょうか。 

 

Ａ 紛争解決センターの申立の場合にも、被害者の生活が困窮していることを条件と

し将来の清算を予定した仮払和解や、争いがない部分についてのみ先行して行う一

部和解が行われている報告例がありました。そして、平成２４年１２月２１日付総

括基準（基準１４）において、東京電力から答弁書が提出された段階で、各損害項

目につき、当事者間に争いがないと認められる金額については、速やかに、一部和

解案の提示を行うものとされました。もっとも平成２６年以降は，仮払い和解の件

数は減少しているようです。 

また、就労不能等に基づく損害賠償請求のように比較的高額な賠償になり、東電

自体が比較的柔軟に対応している部分についてのみ直接請求する方法も考えられ

ますが、ある程度高額な請求でない場合には、仮払金の清算によりゼロ回答となる

可能性があります。また、合意を行った項目については再度請求ができない可能性

も存在します（慰謝料の増額請求等）ので注意が必要です。 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２４年１２月２１日付総括基準（基準１４） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2

012/12/27/1329129_023.pdf 

 

 

４ 紛争解決センターの手続き状況について教えてください。 

 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/13/1320292_2.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/06/07/1321892_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/06/07/1321892_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/27/1329129_023.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2012/12/27/1329129_023.pdf
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Ａ 平成２７年３月１３日現在の公表によると、申立件数は１５，２９８件，既済件

数は１２，５２８件とされ、そのうち、１０，３９７件は全部和解成立、１，０７

５件は取下、１，０５５件は打切り、１件は却下とされています。また、現在進行

中の申立案件は２，７７０件であり、うち現在提示中の全部和解案は２８４件とさ

れています。 

  なお，申立件数等，和解仲介手続の実施状況については，原子力損害賠償紛争解

決センターのＨＰにおいて定期的に更新されています。また，平成２３年９月の申

立て受付開始から各年の活動状況が報告書として開示されていますので，申立件数

の変化や申立ての傾向等を概観することができます。 

参考：文部科学省 原子力損害賠償紛争解決センターＨＰ 

・和解仲介手続の実施状況

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1329118.htm 

・活動状況報告書 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1347876.htm 

 

 

５ 和解後の残部請求 

紛争解決センターにて、申し立てた損害のうち、一部の損害について和解を成立

させた場合、残りの損害を請求するには、もう一度センターに申し立てをしなけれ

ばなりませんか。 

 

Ａ 和解成立によって事件は終了するため、残りの損害や追加の損害は、もう一度セ

ンターに申し立てをする必要がありますが、以前の事件番号を申立書に関連事件と

して記載すると、同じパネルが担当する扱いになっているようです。 

ただし、和解条項に清算条項が挿入されている場合には、再度センターに請求を

行っても、残りの損害を請求できない可能性があります。本人申立を行った場合に

も清算条項が挿入されたとの報告がありますので、和解を締結する場合には清算条

項が付されていないか注意が必要です。 

 

 

６ 紛争解決センターに申し立てた損害の請求期間を拡張する申立をすることができま

すか。 

 

  Ａ 損害のうち請求期間の拡張については、和解時点までの期間の拡張については原

則として認められています。 

    ただし、損害項目の追加については、審理状況等によっては否定される場合もあ

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1329118.htm
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1347876.htm
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るようです。 

 

 

７ 加害者による審理の不当遅延と遅延損害金の取扱について 

    紛争解決センターにおいて、東電が迅速に対応せずに、引き延ばしばかり行われ、

申立を行っても紛争が解決しないのではないかと不安です。東電が引き延ばしを行

わないように、紛争解決センターにおいては何らかの対応策をとっているのでしょ

うか。 

 

  Ａ 平成２４年７月５日付総括基準（基準９）によると、「東京電力が審理を不当に

遅延させる態度をとった場合には」平成２３年９月３０日の経過により遅滞に陥っ

たものとして扱い、和解案に年５％の利率で遅延損害金を付することができるとさ

れています。「東京電力が審理を不当に遅延させる態度をとった場合には」とは基

準９には次のような場合が例として上げられています。ただし、不当に遅延させる

態度とまで評価される場合は少なく、容易に遅延損害金の支払いは認められない傾

向にあるため注意が必要です。 

また、東京電力の対応に問題がある事例について紛争解決センターのＨＰで公表

も行われています。 

・ 仲介委員・調査官からの求釈明に応じない 

・ 回答期限を守らない行為 

・ 賠償請求権の存否を本格的に検討すべき事案について中間指針に具体的記載が

ないなどの取るに足らない理由を掲げて争うなど主張内容が法律や指針の趣旨

からみて明らかに不当である場合 

・ 確立した和解先例を無視した主張をする場合 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・平成２４年７月５日の総括基準（基準９） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__

icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_14.pdf 

・東京電力株式会社の対応に問題のある事例の公表について 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1329350.htm 

 

 

８ 紛争解決センターに要する時間 

紛争解決センターの手続きが終了するにはどれぐらいの期間が必要なのでしょ

うか。 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_14.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_14.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1329350.htm
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Ａ センターでは、当初、申立から約３ヶ月での終結を標準的な処理の目安とされて

いました。 

   しかし、現在、紛争解決センターでの処理が追いつかず、標準的な案件で申立か

ら和解案提示まで５～６ヶ月程度はかかるものと予測する旨発表されています（和

解仲介取扱い状況の認識及び取組方針 参照）。 

平成２４年までに申立があった事件の平均審理期間は平均８ヵ月（和解提案まで

約７ヵ月）であったことも公表されています。今後は、審理期間を約４～５ヵ月に

することが目標として掲げられています。（原子力損害賠償紛争解決センター活動状

況報告書 平成２４年における状況について「Ⅰ 報告書要旨」第１「３ 取扱い

の状況」参照）。 

なお、現在，書面による判断が容易な多くのケースにつきましては，口頭審理期

日を設けることなく書面審理のみで和解案が示される傾向です。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

・和解仲介取扱い状況の認識及び取組方針 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_deta

il/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316636_2_1.pdf 

 ・原子力損害賠償紛争解決センター活動状況報告書 平成２４年における状況に

ついて 

http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/pdf/adr_003

.pdf 

 

 

９ 紛争解決センターにおける直接請求による回答の取扱い 

  直接請求を行い、東電から回答がありました。しかし、その内容に納得がいかず、

紛争解決センターで申立を行おうか検討中ですが、紛争解決センターの和解案が東電

から回答があった金額を下回ることはないでしょうか。 

 

Ａ 平成２４年７月５日付総括基準（基準１０）によると、直接請求に対して東京電

力の回答があった損害項目に関しては、「東京電力の回答金額同額の和解提案を行

い、東京電力の回答金額を上回る部分の損害主張のみを実質的な審理判断の対象と

する」とされているため、紛争解決センターの和解案が東電から回答があった金額

を下回ることはないと考えられます。 

 

参考：文部科学省ＨＰ 原子力損害賠償紛争解決センター 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316636_2_1.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/04/20/1316636_2_1.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/pdf/adr_003.pdf
http://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/pdf/adr_003.pdf
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・平成２４年７月５日の総括基準（基準１０） 

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/

__icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_15.pdf 

 

 

１０ 原子力損害賠償債権の消滅時効について 

    本件事故によって生じた損害賠償請求に関して、請求が不可能になる場合はあ

るのでしょうか。 

 

Ａ 不法行為に基づく損害賠償請求権についての消滅時効は、被害者が「損害及び

加害者を知った時から三年間行使しないときは」時効により消滅すると規定され

ています（民法７２４条）。 

原子力損害による賠償請求の根拠とされる「原子力損害の賠償に関する法律」

（原賠法）には，消滅時効に関する規定がないことから，一般法である上記民法

の規定が適用されると解され，本件事故から３年間の経過による時効消滅が懸念

されていました。 

 平成２５年５月に，紛争解決センターへの和解仲介申立に時効進行を一時停止

する効果を付与する特例法が成立しましたが，和解仲介申立をする被害者および

請求内容は限られており，救済方法として甚だ不十分との批判がなされていまし

た。 

 かかる批判を受け，同年１２月，「東日本大震災における原子力発電所の事故

により生じた原子力損害に係る早期かつ確実な賠償を実現するための措置及び当

該原子力損害に係る賠償請求権の消滅時効等の特例に関する法律」が成立しまし

た。この法律は，原子力損害に係る賠償請求権に関する民法７２４条の適用につ

いては，前段の「三年間」の時効期間を「十年間」とし，後段の「不法行為の時

から二十年」とされている除斥期間を「損害が生じた時から二十年」とするもの

です。 

しかし，そもそも，本特例法は，原子力事業者（東電）が賠償の責めを負う特

別原子力損害に適用され，国の責任を追及する国家賠償請求には直接適用されな

いことに留意する必要があります。 

 

１１ 賠償金にかかる税金について 

東京電力から賠償金を受領したのですが，これについて税金を支払わなければ

ならないのでしょうか。 

 

Ａ 所得税法上，賠償金の内容となる損害項目によって，非課税のものと課税対象の

http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_15.pdf
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/anzenkakuho/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2012/07/06/1316595_15.pdf
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ものがありますので，確定申告上注意が必要です。 

① 非課税となるもの 

避難生活等による精神的損害，生命・身体的損害，避難・帰宅費用，一時立

入費用，財物損害（事業用の棚卸資産を除く），住居確保に係わる損害等 

② 事業所得等の収入金額として課税されるもの 

営業損害（減収分），就労不能損害（給与の減収分），棚卸資産に対する賠

償等 

 

なお，詳細は，国税庁のＨＰ「東京電力（株）から支払を受ける賠償金の所得税

法上の取扱い等について」を参照ください。 

 

参考：国税庁のＨＰ 

・東京電力（株）から支払を受ける賠償金の所得税法上の取扱い等について 

http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/shotoku/ 

以上 

 

http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/shotoku/

